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2004年10月、高品質のソフトウェアを効率よく生産・保守する技術（ソフトウェアエンジニアリ

ング）の向上・普及を図り、ソフトウェアの開発力強化を推進するために、独立行政法人情報処理

推進機構（IPA）はソフトウェア・エンジニアリング・センター（以下SECと呼びます）を設立しま

した。同時に、経済産業省は「エンタプライズ系ソフトウェア開発力強化推進委員会」を発足させ、

SECを含めた産官学連携のタスクフォース活動を開始しました。

タスクフォースの一つである「定量データ分析部会」は、日本のIT企業におけるプロジェクトの

実績データを収集・分析することによって、ソフトウェア開発の実態を把握し改善に資することを

目的としています。

「定量データ分析部会」では、データ提供企業各社のソフトウェア開発プロジェクトから収集し

た実績データをSECに集約するとともに、統計処理および分析活動を行っています。今般、1000件

以上の収集データの徹底的な分析と度重なる議論を実施したことは、我が国で初めての試みとなる

ものです。

「ソフトウェア開発データ白書」は、そうした活動の成果を広く活用していただくために刊行する

ものです。SECでは、このデータ分析結果を各企業のソフトウェア開発の参考データとして活用し

ていただくとともに、ITを導入するユーザ企業やITを構築するベンダ企業でソフトウェア開発の共

通認識を形成する際の基礎データとして役立てていただきたいと考えています。

本白書の刊行に際しまして、プロジェクトデータの提供にご協力いただいた企業の方々、および

分析のためのデータ項目の洗出し、分析の検討などに労を惜しまずご協力いただいた部会メンバー

の方々に対しまして、この場をお借りし深く感謝いたします。

本白書がユーザ企業・ベンダ企業の発展および諸施策の展開に真に役立つためには、今後も改善

を加えていくことが必要であります。SECといたしましても不断の努力を重ねて参る所存ですので、

今後ともご指導を賜りますようお願い申し上げます。

独立行政法人 情報処理推進機構　

ソフトウェア・エンジニアリング・センター

所長　鶴保 征城

刊行にあたって
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日本のソフトウェアの開発においては、ソフトウェアの作り手であるベンダ企業と購入者である

ユーザ企業との間で、ソフトウェアプロジェクトに関して共通認識できるような『モノサシ』が少な

く、各社の個別基準に基づいて試算と評価が実施されている。また、他社と比較できるような基準

データも整備されていない。SECは、このような状況を改善するため、プロセスの定量化、標準化

を基盤とする、ソフトウェア開発分野へのエンジニアリングの普及を推進する。その活動の第一歩

として、ソフトウェア開発プロジェクトに関する定量データの収集および分析を行い、基礎情報を

企業に提供するものである。

本白書では次の目的に資する基礎情報を提供する。

◆ソフトウェア開発の統計情報（プロファイル）の提供

ソフトウェア開発プロジェクトの主要な要素、たとえば規模・工期・工数・信頼性・プロジェク

ト体制などについて、実績データ分布（分散度合い、中央値等）の基礎情報を提供する。

ただし、本白書で提供する情報は、収集したプロジェクトの定量データを統計処理した結果であ

り、個々のプロジェクトの生データは公開しない。

◆ソフトウェア開発の分析情報の提供

規模・工期・工数・信頼性・プロジェクト体制（要員数など）やその他の要因(要求仕様の明確

度など)の相互の関係を分析した結果を示す。これらを参考にすることにより、例えば、プロジェ

クト初期段階におけるベンダのソフトウェア開発に関わる指標を提供し、工期・工数・信頼性な

どの予測・プロジェクト実行上の制御および要因に関するユーザ・ベンダ間の共通認識の形成を

支援する。

◆データ収集項目の提供

本白書で扱ったデータ項目は、SECの収集データ項目定義およびデータ収集用フォーム（付録

A,B）として提供する。これにより、ソフトウェア開発プロジェクトの定量的管理の強化を検討し

ている企業は、本白書と同じ基準でデータを収集でき、分析等に活用して頂けるものと考える。

白書の目的1
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企業が個々のプロジェクトを成功させ、経営効率を高めるためには、定量データに基づくプロジ

ェクト管理や継続的な改善を行うことが肝要である。各企業は、改善を促進するために、少なくと

も次に示すような取り組みが必要となる。

①測定・分析・改善の方法を確立する、またその方法を運用する仕組みを作る

②教育・啓蒙活動を実施する

③技術・ノウハウ・知恵の蓄積を継続し、改善活動を継続して行う

SECは、上記の取り組みを支援するための枠組みを提供し、ユーザ企業やベンダ企業がデータを

収集できる環境と風土を作り上げることを目指す。本白書はその一助になると考えている。

以下に、本白書を活用していただきたい対象者を示す。

◆企業の経営層（ユーザ企業、ベンダ企業）の方々へ

ユーザとベンダ間でソフトウェア開発に関わる事象の共通認識の形成のために、規模、工期、工

数、信頼性などの基礎情報を提供する。ユーザ企業では、ソフトウェア開発プロジェクトにおい

て使用する経営資源に関わる基礎情報として参考にできる。また、ベンダ企業では、プロジェク

トを成功に導くための基礎情報として活用できる。

◆業務部門、情報システム部門の責任者の方々へ

ソフトウェア開発現場でデータ収集・定量的管理・精度向上等の取り組みの啓発、プロジェクト

を成功させるための基礎情報として活用できる。

◆プロジェクトマネージャ（PM）／プロジェクトリーダ（PL）の方々へ

ソフトウェア開発プロジェクトを成功させるためには、定量データを用いたプロジェクト管理を推

進し、プロジェクトの客観的な工数、工期、品質などの状況を定量的に把握することが望ましい。

その際、本白書の情報を活用して比較することができる。

◆プロジェクトマネジメントオフィス（PMO）／品質保証部門（QA）の方々へ

PMOやQAの方々は、自社プロジェクトの定量データベースを構築することによって、本白書の情

報を参考に自社プロジェクトの位置付けを明確にすることや、戦略的な全社最適の生産性の向上

を目指して取り組むことができる。そのためにも、SECの収集データ項目および定義が活用でき

る（付録A,Bを参照）。

1.白書の目的
2.活用方法

活用方法2
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データの収集活動について3
本白書に収録した定量データは、国内ベンダ企業から提供されたプロジェクト実績データ（以降、

収集データと呼ぶ）である。収集対象のプロジェクトは、主に汎用コンピュータ上で動作するソフ

トウェア注1）を開発するプロジェクトである。

なお、収集データのプロジェクト特性（開発種別、業種、業務、アーキテクチャ、主開発言語な

ど）、規模、工期、工数、信頼性の全体的分布は4章に示す。

最初に収集するデータ項目を定義し、付録Aのデータ項目定義と付録Bの収集フォームを設計し、

それらに従ってデータを収集した。収集期間は2004年10月から2005年3月である。データ項目には、

「必須」、「重要」の優先度を付けて収集を行った（付録Cの「記入レベル」の列を参照）。稼動後の

プロジェクト実績データを収集したため、企業によっては値が不明なデータ項目もあることから、回

答できる項目のみ記入する方法とした。収集データの項目ごとの回答率は付録Cに示す。

データの収集活動においては、データ精度の向上に注力した。具体的には、下記に示すデータ提

供企業の品質保証部門や生産管理部門などでの精査を受けた、信頼できるデータを収集している。

さらにSECでデータを受領した後、研究員による精査を繰り返し、データ間の矛盾や記入ミスと思

われる値については、再度提供企業への確認を実施している。こうしたプロセスを踏まえることに

より、データの精度を一定レベル以上確保することができた。

以下にデータ提供企業一覧を示す。また、図表3-1にデータ提供状況を示す。

データ提供企業（50音順）

●株式会社アルゴ21

●NECソフト株式会社

●沖ソフトウェア株式会社

●沖電気工業株式会社

●株式会社構造計画研究所

●株式会社CSK

●TIS株式会社

●東芝情報システム株式会社

●日本ユニシス株式会社

●株式会社野村総合研究所

●株式会社日立システムアンドサービス

●株式会社日立製作所

●日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社

●富士通株式会社

●リコーソフトウエア株式会社

注1) 組み込みソフトウェアの対象と対比して、このような呼び方をした。
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3.データの収集活動について

図表3-1●プロジェクト実績データの提供状況



収集した1,009件のデータのプロファイルを本章に掲載する。以下、本章を読む際の留意事項を説

明する。本章に収録した項目は、付録Cの項目ごとの回答数の多いものと、収集時に必須/重要とし

て決めていた項目を中心に選択して掲載している。

a）プロファイルの表示方法

プロファイルの表示方法として、次の3つの表示方法を基本とする。

①「円グラフ」表示

②「数値（表）」表示＜設問が複数回答の場合＞

③「ヒストグラム＋基本統計量（表）」表示

b）数値（表）の見方

表の内容は、選択肢名称、件数、比率とした。以下、説明を補足する。

①選択肢名称

件数が1件以上ある選択肢のみを表に掲載する。選択肢の全体については、付録Aのデータ項目

定義を参照のこと。

②件数

選択肢ごとのプロジェクト件数である。複数回答の場合は、各回答の件数を表す。ただし、件

数合計が0件である第2、第3回答は未表示である。

③比率

件数合計を100%とした場合の選択肢ごとの件数の比率である。複数回答の場合は、第1回答の

件数から比率を計算した（第1回答が、最も主要な/量が多いなど、優先度が高いため、第1回答

のみで比率を計算している）。

c）未回答の扱い

集計は未回答を除外して行った。したがって、件数が総プロジェクト件数1,009件に満たない項目

があるが、その場合は、除外したプロジェクト件数を「未回答：n件」として表す。複数回答の場合

は、第1回答に関する未回答件数を表す。

d）集計に使用したデータの定義について

プロファイルの作成に使用したデータは、「集計対象データ：XXX_データ名称」として表す。個々

のデータの定義については付録Aを参照のこと。派生データで集計した一部のプロファイルについて

は、派生データの定義を該当箇所に簡単に説明している。

ソフトウェア開発データ白書200510

収集データのプロファイル4
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プロジェクトの開始・終了時期、開発プロジェクト種別（以降、プロジェクト種別と呼ぶ）など

の基本的な属性を本節に示す。

プロジェクトの開始時期は、各ベンダが請け負った時期で、終了時期はユーザへの引き渡しが完

了した時期である。ただし各プロジェクトのベンダが請け負った時期は、要求定義の場合や基本設

計の場合があるので、プロジェクト全体のスタート時期とは異なる。

今回収集したデータは、開始時期が2000年から2004年にかけてが多い（図表4-1-1）。終了時期は、

2004年がもっとも多い（図表4-1-2）ため、比較的新しいデータが収集できたと言える。

次に、プロジェクトが新規開発か、改修・保守かといった種別を集計した（図表4-1-3）。新規開

発と改修・保守では、母体システムの規模や信頼性・安定性が異なるため、分類して分析する必要

がある。ここでは、全く新たに作るシステムの場合を「新規開発」、システムの一部を改修する場合

を「保守・改修」、既存システムを大きく作りかえる場合を「再開発」、既存システムに追加する場

合を「拡張」とした。結果として「新規開発」が半数以上を占めた。

開発プロジェクトの形態については、顧客からの受託開発が9割を占め、自社の商品となる商用

パッケージの開発が1割弱、実験や研究のための開発が1.2％であった（図表4-1-4）。

プロジェクトには、ソフトウェア開発以外の運用の設計・構築などの作業もあるが、99.8％がソ

フトウェア開発であった（図表4-1-5）。

4.収集データのプロファイル

4.1 開発プロジェクトを特徴づける全般的な事項

図表4-1-1●開始年の分布
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図表4-1-2●終了年の分布

図表4-1-3●開発プロジェクトの種別 図表4-1-4●開発プロジェクトの形態

図表4-1-5●開発プロジェクトの作業概要
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本節では、ユーザ企業の業種や業務など利用局面に関する結果を表す。業種などにより生産性や

信頼性に違いがあることが想定されるため、分類項目としてこれらのデータを収集した。

業種について集計した結果、金融・保険業が37.6％で最も多かった（図表4-2-1）。2番目の製造業

が12.6％であり、大きな差があった。業務においては、営業・販売が11.6％で最も多く、突出して

多いものはなかった（図表4-2-2）。

システムの利用形態としては、電子商取引のように不特定多数のユーザを対象とするものか、社

内システムのように特定ユーザを対象とするものかを調べた結果、「特定ユーザの利用」が83.4%で

あり、大半を占めた（図表4-2-3）。

4.収集データのプロファイル

4.2 利用局面

図表4-2-1●業種 図表4-2-2●業務

図表4-2-3●利用形態



本節では、開発したシステムの特性を表す事項を示す。具体的には、システム種別、業務パッケ

ージの利用有無、処理形態、アーキテクチャ、開発対象プラットフォーム、Web技術の利用、開発

言語、DBMSの利用に関する結果をまとめた。これらの特性は、収集データを分析する場合に、層

別・分類項目とするために調査した。

システム種別では、93.9%がアプリケーションソフトであった（図表4-3-1）。

業務パッケージの利用有無に関しては、20.9%が業務パッケージを用いたプロジェクトである（図

表4-3-2）。

バッチ処理やオンライントランザクション処理などの処理形態としては、78.3%が対話処理である

（図表4-3-3）。データのなかで「第1回答、第2回答、第3回答」とあるのは、複数の回答がある場合

に優先順位をつけて回答してもらい、その回答順に分けて集計した結果である。

システムのアーキテクチャに関しては、イントラネット/インターネットが最も多く35.0%であり、

次いで2階層クライアント/サーバが21.0％であった（図表4-3-4）。

対象となるプラットフォームでは、WindowsNT/2000/XP系が52.4％と半数強を占める。続くSolaris

が12.1％、HP-UXが5.9%であり、1位との差が大きい（図表4-3-5）。ここで、第2・第3回答が200件

以上あることは、アーキテクチャで件数が多いイントラネット/インターネットおよびクライアント/

サーバシステムでは、異なるプラットフォームを組み合わせたシステム構成となることを示している

と考えられる。

HTMLなどのWeb技術の利用については、59.3％が利用していない（図表4-3-6）。利用している場

合は、HTMLが7.3%、JavaScriptが7.3%で多い。

ソフトウェアを開発した言語は、COBOLが最も多く25%を占める（図表4-3-7）。Visual Basic（以

降、VBと呼ぶ）（18.7%）、C（14.9%）がそれに続く。

利用したDBMSは、Oracleが45.5%と半数弱を占める（図表4-3-8）。2番目はSQL Serverで8.5%で

ある。
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4.3 システム特性

図表4-3-1●システム種別 図表4-3-2●業務パッケージの利用有無
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4.収集データのプロファイル

図表4-3-3●処理形態

図表4-3-4●アーキテクチャ

図表4-3-5●開発対象プラットフォーム
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図表4-3-6●Web技術の利用

図表4-3-7●開発言語
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4.収集データのプロファイル

本節では、開発プロジェクトにおける開発作業の進め方に関する事項として、開発ライフサイク

ルモデルとデバッグ・テストツールの利用有無の結果を示す。

開発ライフサイクルでは、ウォーターフォール型開発が最も多く97.2%を占めており、反復型は

2.3%である（図表4-4-1）。

また、デバッグ・テストツールの利用に関しては、「利用有り」が40.3%で、「利用無し」の59.7%

よりも少ない結果となっている（図表4-4-2）。

4.4 開発の進め方

図表4-3-8●DBMSの利用

図表4-4-1●開発ライフサイクルモデル 図表4-4-2●デバッグ・テストツールの利用有無



本節では、ユーザ要求の内容やユーザ担当者のプロジェクトへの関与に関する事項として、要求

仕様の明確度合い、ユーザ担当者の要求仕様関与度合い、要求レベル（性能・効率性）に関する結

果を示す。これらのユーザの要求への参画度合いは、生産性や信頼性に影響を与える要因と想定さ

れるため調査した。なお、要因分析の結果は7章に示す。

要求仕様の明確度合いは、過半数の54.0%が「かなり明確」と回答しており、「非常に明確」とあ

わせると60%以上となる。一方、「ややあいまい」と「非常にあいまい」は約40%となっている（図

表4-5-1）。

ユーザ担当者の要求仕様への関与としては、「十分に関与」（34.2%）、「概ね関与」（26.7%）を

あわせて約60%が関与度合いが高い結果となっている。一方、「関与が不十分」と「未関与」も約

40%ある（図表4-5-2）。

性能や効率性に関するユーザの要求レベルの高さに関しては、要求レベルが「極めて高い」と「高い

をあわせても40%弱である（図表4-5-3）。

ただし、これらの調査項目は、未回答件数が過半数あり、今後回答率の向上を図る必要がある。
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4.5 ユーザ要求

図表4-5-1●要求仕様の明確度合い 図表4-5-2●ユーザ担当者の要求仕様関与

図表4-5-3●要求レベル（性能・効率性）
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4.収集データのプロファイル

本節では、開発プロジェクトに携わる要員スキルに関する事項として、PM（プロジェクトマネー

ジャ）の経験度合い、要員の業務分野経験度合い、分析・設計経験度合い、言語・ツールの利用

経験度合い、開発プラットフォーム使用経験度合いに関する結果を示す。これらの項目は、生産性、

信頼性に影響を与える要因と想定されるため調査を実施した。

PMスキルでは、過半数の56.2%が「小・中規模プロジェクトの管理しか経験していない」との結

果となっている。中・大規模で複雑なプロジェクトの管理を経験している件数は、「多数の中・大規

模で複雑なプロジェクトの管理を経験」と「少数の中・大規模で複雑なプロジェクトの管理を経験」

を合わせて約40%である（図表4-6-1）。

要員の業務分野の経験度合いでは、「半数が十分な経験、残り半数がいくらかの経験」が最も多

く、45.3%であり、「全員が十分な経験」を合わせると70%以上となる（図表4-6-2）。

同様に、要員の分析・設計経験では、「全員が十分な経験」と「半数が十分な経験、残り半数は

いくらかの経験」を合わせて約75%となり（図表4-6-3）、言語・ツール利用経験でも、「全員が十分

な経験」と「半数が十分な経験、残り半数はいくらかの経験」を合わせて約75%となる（図表4-6-

4）。開発プラットフォーム使用経験に関しても、「全員が十分な経験」と「半数が十分な経験、残

り半数はいくらかの経験」を合わせて約80%となる（図表4-6-5）。

4.6 要員等のスキル

図表4-6-1●PMスキル 図表4-6-2●要員スキル（業務分野経験）

図表4-6-3●要員スキル（分析・設計経験） 図表4-6-4●要員スキル（言語・ツール利用経験）



本節では、開発したソフトウェアの規模に関する事項として、規模の種別（FPかコード行数か）、

FP計測手法、FP計測手法の純度（オリジナル手法通りかカスタマイズしているか）、FP実測値、コ

ード行数実測値に関する結果を示す。

規模の把握方法に関しては、FPで計測している比率が51.1%で過半数を占め、コード行数のみの

把握件数よりも多い（図表4-7-1）。

今回提出されたデータでFP規模のあるプロジェクトについて調べた中では、SPR法が最も多く

41.0%であり、次いでIFPUG法の25.5%となっている。NESMA概算法とあわせて、これらはIFPUG

ファミリーである（図表4-7-2）。

FP計測手法の純度としては、オリジナル手法通りが67.2%であるが、自社向けにカスタマイズし

て利用している場合も24.0%ある（図表4-7-3）。

ソフトウェアの規模に関しては、100～200FPが最も多く、次いで300FP以下、400FP以下となっ
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4.7 規模

図表4-6-5●要員スキル（開発プラットフォーム使用経験）

図表4-7-1●規模の種別 図表4-7-2●FP計測手法
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4.収集データのプロファイル

ている。中央値は360FPである（図表4-7-4）。

コード行数では、50KSLOC以下が最も多い。200KSLOC以下を10KSLOC刻みで内訳を見ると10

～20KSLOCが最も多い。中央値は50KSLOCである（図表4-7-5）。

図表4-7-3●FP計測手法の純度

図表4-7-4●FP実測値
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図表4-7-5●SLOC実測値
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4.収集データのプロファイル

本節では、開発プロジェクトの工期に関する事項を示す。

工期は、プロジェクトの開始から終了までの期間（月数）である。2～8ヶ月が過半数を占める。

中央値は6.1ヶ月である（図表4-8-1）。ただし、プロジェクト期間に含まれるフェーズは、プロジェ

クトによって異なっており、要件定義～総合テスト（ユーザ確認）のプロジェクトも、基本設計～

総合テスト（ベンダ確認）のプロジェクトなども各種混在していることに留意していただきたい。

（4.12節を参照）

本節では、開発プロジェクトの工数に関する事項として、プロジェクト全体の総工数、人月に換

算した総工数、工数の単位（人時か人月か）、人月と人時の換算係数値に関する結果を示す。

プロジェクト全体の総工数は5,000人時以下が最も多く、内訳を見ると、1,000人時以下が最も多

い。中央値は4,557人時である（図表4-9-1）。なお、人時で回答を得た数値はそのまま利用し、人月

で回答を得た数値は、データ項目の「902_人時換算係数_人時/人月」に従って人時単位に換算して

いる。人時での回答と人月での回答比率は図表4-9-2に示す。

人時単位での総工数を人月単位に換算した結果を図表4-9-3に示す。換算係数は図表4-9-4の「人

月-人時換算係数」の中央値である1人月=165人時を使った。

4.8 工期

4.9 工数

図表4-8-1●工期
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図表4-9-1●工数（人時換算）

図表4-9-2●工数の単位



ソフトウェア開発データ白書2005 25

4.収集データのプロファイル

図表4-9-3●工数（人月換算）

図表4-9-4●人月－人時換算係数



本節では、プロジェクトの開発体制に関する事項として、外部委託比率、平均要員数、ピーク要

員数の結果を示す。

回答が得られたデータ396件については、外部委託比率は、90%以上が最も多く、次いで80～90%

となっている。外部委託比率が0%、すなわちすべて自社開発のプロジェクトは60件（全件数396件

の15%）である（図表4-10-1）。

平均要員数では、2～4人が最も多く、次いで2人以下が多い（図表4-10-2）。一方ピーク要員数で

も、2～4人が最も多く、次いで6人以下となっている（図表4-10-3）。要員数と生産性との間の相関

分析を7章で行う。

ソフトウェア開発データ白書200526

4.10 開発体制

図表4-10-1●外部委託比率

図表4-10-2●平均要員数
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4.収集データのプロファイル

本節では、開発したソフトウェアの信頼性に関する事項として、レビュー指摘件数と稼動後の発

生不具合数の結果を示す。

レビュー指摘件数では、プロジェクト全体の指摘件数が1～30件が最も多く、次いで31～60件と

なっている（図表4-11-1）。ただし、規模あたりのレビュー指摘件数で妥当性を評価する必要がある。

また、回答件数が94件と少ないため、今後回答件数を増やした上で、再度全体の分布を調査する必

要がある。

稼動後の発生不具合数の分布では、5件以下が最も多く、中央値は7件である（図表4-11-2）。た

だし、発生不具合数は稼動後1, 3, 6, 12ヶ月のデータが混在しており、また現象数と原因数も混在し

ているため、今後信頼性データの収集データ件数を増加させ、同一基準の収集データに基づき全体

の分布を調査する必要がある。

図表4-10-3●ピーク要員数

4.11 信頼性
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図表4-11-1●レビュー指摘件数

図表4-11-2●稼動後の不具合数
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4.収集データのプロファイル

本節では、実施工程の組み合わせパターンの結果を示す。

実施工程の組み合わせパターンとは、開発プロジェクトにおける実施工程の有無が同じものの組合

せをグルーピングしたパターンである。全収集データに対して、実施工程の有無が同じものをグル

ーピングしたパターンは図表4-12-1の通り。

最も多いパターンは、基本設計～総合テスト（ベンダ確認）を実施している「5工程パターン」で

あり、696件がこのパターンである。6章以降においては、この「5工程パターン」のプロジェクト・

グループを対象として分析を行う。

なお、「工程」の定義については、付録A.1の「工程の呼称とSLCPとのマッピング」を参照いただきた

い。

4.12 実施工程の組み合わせパターン

図表4-12-1●実施工程の組み合わせパターン



本節では、開発プロジェクトの成否に関するベンダの自己評価の結果を示す。

回答のあった620件のうち「成功した」と「概ね成功した」を合わせると90%以上が成功と評価し

ている。一方、「失敗した」と「やや失敗した」は約9%である（図表4-13-1）。
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4.13 プロジェクト成否

図表4-13-1●プロジェクト成否
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本白書における分析は、ソフトウェア開発プロジェクトを成功に導くために必要となるユーザ、ベ

ンダ間の共通認識の形成を目的としている。以降の章では、この目的に沿って問題を解明する対象

を特定し、代表的な要素を抽出した上で、それらの関係を明らかにしていく。本章では、各要素の

関係に着目し、全体の進め方を示すこととする。

図表5-1-1 に、ソフトウェア開発プロジェクトの特徴を表す代表的な要素（楕円）、および要素間の

主要な関係（矢印）を示した。さらに、ユーザとベンダ双方が関与し、開発プロジェクトへ影響を

与える要素群は、「システム化の条件」と「システム化の要求」という括りで表した。我々はこれら

の要素群を、ユーザ、ベンダ双方で共有すべき、プロジェクトの成否のカギと考えている。このカギ

を解くには、プロジェクト開始から終了までの様々なデータの採取が必要になってくるが、初年度

の分析は、プロジェクト終了時のデータに絞る形で進め、プロジェクトの成否との関連をマクロに

捉えることとする。

5.分析の進め方

分析の進め方5

5.1 分析の方針

図表5-1-1●代表的な要素と、要素間の主な関係
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分析の手順を以下に示す。

①収集データ1件ごとに精査を実施し、不良データを除外する。ここで言う不良データとは、後述

する「外れ値」のことではなく、分析に必要なデータの不足やデータ間の不整合などを指す。不

良データについては、可能な限り、データ提供元に確認し、適正なデータを入手し直す。例えば、

プロジェクトの特性を示すデータの不足、データの合計値が合わないなどである。

②全データの分布（バラツキ）、変数間の関連は、散布図を用いて確認する。ここで注目したいの

は、「データが示す自然な傾向」であるため、最初から回帰直線を引いたりして、安易な結論を

導くことがないように注意する。

③規模、工数、生産性、工期、信頼性（稼動後の不具合数で表される品質状況）の分布（バラツ

キ）を明らかにする。例えば、アーキテクチャやプラットフォームなどの細かな要素に分けて分

析を行う。

詳細な分析の進め方と結果は、6章に示す。

④図表5-1-1に示した代表的な要素について、要素相互の関係を分析する。

詳細な分析の進め方と結果は、7.1～7.4節に示す。

⑤要素とプロジェクトのもつ他の特徴を考慮して「層別」を設定し、より踏み込んだ分析を行う。

例えば、ベンダ側のファクタ（組織やプロジェクトの要員、体制、環境など）の面からの分析を

実施する。

詳細な分析の進め方と結果は、7.5～7.8節に示す。

以下に示す「目安」を用いて、考察を深める対象をある程度絞り込む。なお、ここで示したもの

はあくまでも「目安」なので、最終的な評価は考察を進める中で個別に行うものとする。分析結果

が有意と判断された場合でも、「数字の一人歩き」を避けるために、分析の目的や対象、特性など

の情報を必ず付加する。

5.3.1 基本統計量を用いた際の判断

図表5-3-1 に示す考え方を判断の目安として使用する。

5.2 分析の手順

図表5-3-1●基本統計量を使用した場合の判断の目安

5.3 分析結果の判断
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5.分析の進め方

5.3.2 回帰分析を用いた際の判断

図表5-3-2に示す考え方を判断の目安として使用する。

5.3.3 その他の留意点

①回帰式について

回帰式は、図表5-3-2で「◎：強い関係」と判断されたものについて、十分な考察を踏まえた上で

開示する。回帰直線を示す条件も同様であるが、傾向を視覚的に示す場合はこの限りではない。

この場合は、相関係数を合わせて示すことも可能とする。

②外れ値の除外について

単に、平均や分布から外れているというだけで、外れ値として除外せず、常に理由を明確にした

上で除外の判断をする。図表5-3-3に外れ値の例を示す。

③箱ひげ図による傾向の捕捉

箱ひげ図（図表5-3-4）は、中央値だけでなくばらつきも比較できるため、傾向を視覚的に捉えた

い場合に使用する。例えば、フェーズごとの分布の差や、指標間の関連などを把握する場合など

である。（箱ひげ図の見方については、付録D を参照。）

*1 相関係数の有意性の検定：Excelの分析ツール（回帰分析）分散分析表のF検定結果「有意F」の値で判断する
5%水準 ： ¦有意F¦ ＜　0.05
10%水準 ： ¦有意F¦ ＜　0.10
*2 データの偏り：組織の仕組みや文化の違いなどによる分析結果への影響に配慮し、抽出した標本データが単一の会社
のデータに偏らないように、この条件を設ける

図表5-3-2●回帰分析を使用した場合の判断の目安

図表5-3-3●外れ値の例 図表5-3-4●箱ひげ図の例



収集データの全体を俯瞰するため、規模、工期、工数、生産性、信頼性について、プロジェクト

種別、業種、アーキテクチャ、プラットフォーム、主開発言語の要素別に分布をまとめる。分布の

基本統計量として、データ件数、最小値、中央値、最大値、平均値、標準偏差を掲載する。

a）対象プロジェクトデータ

①工程が、基本設計から総合テスト（ベンダ確認）まですべて実施されているプロジェクトである

（5108_フェーズ有無_基本設計から5112_フェーズ有無_総合テスト（ベンダ確認）がすべて対象

となっているプロジェクトである。つまり、4章の図表4-12-1 実施工程の組み合わせパターンの

「5工程パターン」である）。

②規模、工期、工数、生産性の開発プロジェクト種別（103_開発プロジェクト種別）は、新規開

発のプロジェクトを対象とする。

③ FPの規模は、調整前のFP（5001_FP実測値_調整前）の値を使用する。コード行数の規模は、複

数言語の場合でも、合計値である実効SLOC実測値（定義は付録D参照）を使用する。主開発言

語は、312_主開発言語_1を使用する。なお、FPの単位で表す規模はFP規模と呼ぶ。コード行数

の単位で表す規模はSLOC規模と呼び、1,000行の単位で表すものをKSLOCと表記する。

b）掲載基準

①プロジェクト種別以外の要素は、該当するプロジェクト件数が7件以上のものを掲載する（7件に

満たない項目は‘-’で表す）。ただし、開発プロジェクト種別ごとの基本統計量は、件数によら

ず4区分（新規開発、改修・保守、再開発、拡張）すべてを掲載する。

② 業種は、図表4-2-1の201_業種_1（大分類）の回答プロジェクト数が多い上位5業種（製造業、

情報通信業、卸売・小売業、金融・保険業、公務）を掲載する。

③アーキテクチャは、図表4-3-4の308_アーキテクチャ_1で「その他」を除く5種類（スタンドアロ

ン、メインフレーム、2階層クライアント/サーバ、3階層クライアント/サーバ、イントラネット/イ

ンターネット）を掲載する。

④プラットフォームは、Windows系とUNIX系の2区分（定義は付録D参照）でまとめて掲載する。

⑤主開発言語は、図表4-3-7の312_主開発言語_1の回答プロジェクト数が多い上位4言語（COBOL、

C、VB、Java）を掲載する。

⑥ SLOC規模の場合は、主開発言語別に基本統計量を示す。

c）掲載データの概要

①規模、工数、生産性の掲載データは階層構造になっている（図表6-0-1）。規模は、FP規模と主開

発言語別のSLOC規模を示す。工数と生産性については、FP規模を持つプロジェクトとSLOC規

模を持つプロジェクトに分けて基本統計量を示す。生産性は、規模あたりの工数（人時/FP、お

よび人時/KSLOC）と工数あたりの規模（FP/人時、およびKSLOC/人時）の両方を掲載する。

② 工期はFPおよびコード行数でプロジェクトを層別しないで掲載する（図表6-0-2）。

ソフトウェア開発データ白書200534

要素別プロファイル6
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③信頼性は、発生不具合密度と発生不具合数を掲載する。発生不具合密度は、FPあたりの発生不

具合数と1,000行あたりの発生不具合数で表す（図表6-0-3）。

６. 要素別プロファイル

図表6-0-1●規模、工数、生産性に関する掲載データの層別

図表6-0-2●工期に関する掲載データの層別

図表6-0-3●信頼性に関する掲載データの層別



今回集計の対象となったデータについて、規模の分布を示す。規模の指標には、FPとSLOCを用

いる。FPとSLOCについてそれぞれ、プロジェクト種別ごと、業種別、アーキテクチャ別、プラット

フォーム別に示す。

6.1.1 FP規模
FP規模のプロジェクトデータを対象に、規模の分布を分類に従って図表6-1-1から図表6-1-4に示

す。プロジェクト種別では新規開発の件数が最も多い（図表6-1-1）。アーキテクチャ別では、規模

の中央値にばらつきがあり、イントラネット/インターネットの中央値が852FPで最も大きい（図表6-

1-3）。
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6.1 規模

図表6-1-1●プロジェクト種別ごとのFP規模

図表6-1-2●業種別のFP規模（新規開発のみ）

図表6-1-3●アーキテクチャ別のFP規模（新規開発のみ）

図表6-1-4●プラットフォーム別のFP規模（新規開発のみ）

（単位：FP）

（単位：FP）

（単位：FP）

（単位：FP）
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6.1.2 SLOC規模：プロジェクト種別ごと

SLOC規模のプロジェクトデータを対象に、主開発言語別に規模の分布を図表6-1-5 から図表6-1-

8に示す。各言語とも、新規開発の件数が最も多い。COBOL（図表6-1-5）、C（図表6-1-6）、Java

（図表6-1-8）の場合、規模の中央値を見ると、新規開発が最も大きい。

６. 要素別プロファイル

図表6-1-5●プロジェクト種別ごとのSLOC規模（主開発言語がCOBOL）

図表6-1-6●プロジェクト種別ごとのSLOC規模（主開発言語がC）

図表6-1-7●プロジェクト種別ごとのSLOC規模（主開発言語がVB）

図表6-1-8●プロジェクト種別ごとのSLOC規模（主開発言語がJava）

（単位：KSLOC）

（単位：KSLOC）

（単位：KSLOC）

（単位：KSLOC）



6.1.3 SLOC規模：業種別、新規開発のみ

業種別の規模の分布を図表6-1-9から図表6-1-12に示す。主開発言語別に業種別で分類すると、デ

ータ件数が少ない。掲載基準を満たしているのは、主開発言語がCOBOLの卸売・小売業と金融・

保険業、Cの金融・保険業の3ケースである。
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図表6-1-9●業種別のSLOC規模（主開発言語がCOBOL、新規開発のみ）

図表6-1-10●業種別のSLOC規模（主開発言語がC、新規開発のみ）

図表6-1-11●業種別のSLOC規模（主開発言語がVB、新規開発のみ）

図表6-1-12●業種別のSLOC規模（主開発言語がJava、新規開発のみ）

（単位：KSLOC）

（単位：KSLOC）

（単位：KSLOC）

（単位：KSLOC）
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6.1.4 SLOC規模：アーキテクチャ別、新規開発のみ

アーキテクチャ別の規模の分布を、分類に従って図表6-1-13から図表6-1-16に示す。ここでもデ

ータ数が十分ではない。件数が多いのは、イントラネット/インターネットのデータである。

６. 要素別プロファイル

図表6-1-13●アーキテクチャ別のSLOC規模（主開発言語がCOBOL、新規開発のみ）

図表6-1-14●アーキテクチャ別のSLOC規模（主開発言語がC、新規開発のみ）

図表6-1-15●アーキテクチャ別のSLOC規模（主開発言語がVB、新規開発のみ）

図表6-1-16●アーキテクチャ別のSLOC規模（主開発言語がJava、新規開発のみ）

（単位：KSLOC）

（単位：KSLOC）

（単位：KSLOC）

（単位：KSLOC）



6.1.5 SLOC規模：プラットフォーム別、新規開発のみ

プラットフォーム別の規模を、分類に従って図表6-1-17 から図表6-1-20 に示す。主開発言語が

COBOLの場合、規模の中央値をみるとUNIX系が261KSLOC、Windows系が140KSLOCで、UNIX

系の規模の方が大きい（図表6-1-17）。主開発言語がCの場合は、Windows系とUNIX系で規模に大

きな差は見られない（図表6-1-18）。

6.1.6 SLOC規模：主開発言語別、新規開発のみ

主開発言語別の規模の分布を図表6-1-21に示す。主開発言語がCOBOLのものが最も件数が多い。

規模の中央値もCOBOLのものが大きい。
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図表6-1-17●プラットフォーム別のSLOC規模（主開発言語がCOBOL、新規開発のみ）

図表6-1-18●プラットフォーム別のSLOC規模（主開発言語がC、新規開発のみ）

図表6-1-19●プラットフォーム別のSLOC規模（主開発言語がVB、新規開発のみ）

図表6-1-20●プラットフォーム別のSLOC規模（主開発言語がJava、新規開発のみ）

図表6-1-21●主開発言語別のSLOC規模（新規開発のみ）

（単位：KSLOC）

（単位：KSLOC）

（単位：KSLOC）

（単位：KSLOC）

（単位：KSLOC）
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今回集計の対象となったデータについて、工期の分布状況を、プロジェクト種別ごと、業種別、

アーキテクチャ別、プラットフォーム別に示す。プロジェクト種別ごとの分布を図表6-2-1に、業種

別を図表6-2-2に、アーキテクチャ別を図表6-2-3に、プラットフォーム別を図表6-2-4に示す。

プロジェクト種別ごとでは、新規開発の工期の幅が一番大きい。業種による工期の長さの違いは

それほど見られない。アーキテクチャ別では、2階層クライアント/サーバと3 階層クライアント/サー

バとイントラネット/インターネットの工期の分布は似ている。中央値で比較すると、工期の長い順

に、メインフレーム、次に、イントラネット/インターネット、2階層クライアント/サーバと3階層ク

ライアント/サーバと続き、スタンドアロンが一番短い。プラットフォーム別の2グループでは、工期

の違いはそれほど見られない。

６. 要素別プロファイル

6.2 工期

図表6-2-1●プロジェクト種別ごとの工期

図表6-2-2●業種別の工期（新規開発のみ）

図表6-2-3●アーキテクチャ別の工期（新規開発のみ）

図表6-2-4●プラットフォーム別の工期（新規開発のみ）

（単位：月）

（単位：月）

（単位：月）

（単位：月）



今回集計の対象となったデータについて、工数の分布を示す。規模がFP とSLOCのものについてそ

れぞれ、プロジェクト種別ごと、業種別、アーキテクチャ別、プラットフォーム別に示す。規模がS-

LOCの場合は、主開発言語別に示す。

6.3.1 規模がFPのプロジェクトの工数

FP規模のプロジェクトデータを対象に、工数の分布を分類に従って図表6-3-1から図表6-3-4に示

す。プロジェクト種別ごとでは、新規開発の工数の中央値が4,973人時である。改修・保守は1,418

人時と最も少ない。再開発と拡張はデータ件数が少ない（図表6-3-1）。業種別では、卸売・小売業

の中央値が最も大きい。次が金融・保険業である（図表6-3-2）。アーキテクチャ別では、イントラ

ネット/インターネットの工数が12,986 人時（中央値）で最も大きい（図表6-3-3）。プラットフォー

ム別では、UNIX 系の工数の中央値が10,795 人時で、Windows 系のほぼ2 倍である（図表6-3-4）。
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6.3 工数

図表6-3-1●プロジェクト種別ごとの工数（規模がFPのもの）

図表6-3-2●業種別の工数（規模がFPのもの、新規開発のみ）

図表6-3-3●アーキテクチャ別の工数（規模がFPのもの、新規開発のみ）

（単位：人時）

（単位：人時）

（単位：人時）
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6.3.2 規模がSLOC のプロジェクトの工数：プロジェクト種別ごと

プロジェクト種別ごとの工数の分布を、開発言語別に図表6-3-5から図表6-3-8に示す。

主開発言語がCOBOLの場合の中央値は、新規開発で25,408人時、改修・保守で14,399人時、再

開発で12,183人時、拡張で6,218人時である（図表6-3-5）。他の主開発言語の場合は新規開発以外の

種別はデータ件数が少ない。

６. 要素別プロファイル

図表6-3-4●プラットフォーム別の工数（規模がFP のもの、新規開発のみ）

図表6-3-5●プロジェクト種別ごとの工数（主開発言語がCOBOL）

図表6-3-6●プロジェクト種別ごとの工数（主開発言語がC）

図表6-3-7●プロジェクト種別ごとの工数（主開発言語がVB）

図表6-3-8●プロジェクト種別ごとの工数（主開発言語がJava）

（単位：人時）

（単位：人時）

（単位：人時）

（単位：人時）



6.3.3 規模がSLOCのプロジェクトの工数：業種別、新規開発のみ

業種別の工数の分布を、主開発言語別に図表6-3-9から図表6-3-12に示す。

該当するデータ件数が7件未満のものが多く、掲載基準を満たしているのは、主開発言語がCOBOL

の場合における卸売・小売業と金融・保険業、主開発言語がCの場合における金融・保険業の3ケ

ースである。
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図表6-3-9●業種別の工数（主開発言語がCOBOL、新規開発のみ）

図表6-3-10●業種別の工数（主開発言語がC、新規開発のみ）

図表6-3-11●業種別の工数（主開発言語がVB、新規開発のみ）

図表6-3-12●業種別の工数（主開発言語がJava、新規開発のみ）

（単位：人時）

（単位：人時）

（単位：人時）

（単位：人時）
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6.3.4 規模がSLOC のプロジェクトの工数：アーキテクチャ別、新規開発

のみ

アーキテクチャ別の工数の分布を、主開発言語別に図表6-3-13から図表6-3-16に示す。

主開発言語がCOBOLの場合、イントラネット/インターネットの中央値が22,364人時である。2階

層クライアント/サーバは中央値が23,275人時である。メインフレームは34,606人時と大きい値とな

っている（図表6-3-13）。

６. 要素別プロファイル

図表6-3-13●アーキテクチャ別の工数（主開発言語がCOBOL、新規開発のみ）

図表6-3-14●アーキテクチャ別の工数（主開発言語がC、新規開発のみ）

図表6-3-15●アーキテクチャ別の工数（主開発言語がVB、新規開発のみ）

図表6-3-16●アーキテクチャ別の工数（主開発言語がJava、新規開発のみ）

（単位：人時）

（単位：人時）

（単位：人時）

（単位：人時）



6.3.5 規模がSLOC のプロジェクトの工数：プラットフォーム別、新規

開発のみ

プラットフォーム別の工数の分布を、主開発言語別に図表6-3-17 から図表6-3-20に示す。

Windows系とUNIX系の工数の中央値を比較すると、COBOL、Cでは、Windows系が小さく、Java

ではUNIX系が小さい。

6.3.6 規模がSLOC のプロジェクトの工数：主開発言語別、新規開発のみ

主開発言語別の分布を図表6-3-21に示す。COBOLは他の言語と比較して、中央値が2 倍程度で

25,408人時である。他の言語はほぼ13,000人時前後である。
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図表6-3-17●プラットフォーム別の工数（主開発言語がCOBOL、新規開発のみ）

図表6-3-18●プラットフォーム別の工数（主開発言語がC、新規開発のみ）

図表6-3-19●プラットフォーム別の工数（主開発言語がVB、新規開発のみ）

図表6-3-20●プラットフォーム別の工数（主開発言語がJava、新規開発のみ）

図表6-3-21●主開発言語別の工数（新規開発のみ）

（単位：人時）

（単位：人時）

（単位：人時）

（単位：人時）

（単位：人時）
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今回集計の対象となったデータについて、生産性の分布を示す。規模がFPとSLOCのものについ

てそれぞれ生産性を、プロジェクト種別ごと、業種別、アーキテクチャ別、プラットフォーム別に示

す。規模がSLOCの場合は、主開発言語別に示す。

生産性の指標は、FP規模の場合、FP/人時と人時/FPの2種類を掲載する。SLOC規模の場合は、

KSLOC/人時、人時/KSLOCの2種類を掲載する。生産性の指標がKSLOC/人時の場合は、数値を見

やすくするため、表記上、実際の値を1,000倍した数値を掲載する。

6.4.1 FP生産性

FP規模のプロジェクトデータを対象に、生産性の分布を示す。プロジェクト種別ごとでは、新規

開発の件数が最も多く211件、次いで改修・保守が68件である（図表6-4-1）。人時/FPの中央値を比

較すると各々8.5、6.7であるが、改修・保守はばらつきが大きい。再開発、拡張に関してはデータ件

数が少ない。

業種別では、金融・保険業の中央値が最も大きく15.5人時/FPとなっている（図表6-4-2）。アーキ

テクチャ別では、イントラネット/インターネットの中央値が最も大きく14.3人時/FPで、またばらつ

きも大きい（図表6-4-3）。プラットフォーム別の人時/FPの中央値は、UNIX系がWindows系よりも

大きい（図表6-4-4）。

６. 要素別プロファイル

6.4 生産性

図表6-4-1●プロジェクト種別ごとのFP生産性
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図表6-4-2●業種別のFP生産性（新規開発のみ）

図表6-4-3●アーキテクチャ別のFP生産性（新規開発のみ）

図表6-4-4●プラットフォーム別のFP生産性（新規開発のみ）
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6.4.2 SLOC生産性：プロジェクト種別ごと

プロジェクト種別ごとの生産性の分布を、主開発言語別に図表6-4-5から図表6-4-8に示す。

COBOLの場合、人時/KSLOCの中央値は、新規開発で155、改修・保守で179、再開発で283、拡

張で216であり、再開発と拡張が大きな値となっている（図表6-4-5）。

６. 要素別プロファイル

図表6-4-5●プロジェクト種別ごとのSLOC生産性（主開発言語がCOBOL）

図表6-4-6●プロジェクト種別ごとのSLOC生産性（主開発言語がC）



6.4.3 SLOC生産性：業種別、新規開発のみ

業種別の生産性の分布を、主開発言語別に図表6-4-9から図表6-4-12に示す。データ件数が少ない

ため、業種別の比較は難しい。データ件数が最も多いCOBOLの金融・保険業の人時/KSLOCの中央

値は188である（図表6-4-9）。
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図表6-4-7●プロジェクト種別ごとのSLOC生産性（主開発言語がVB）

図表6-4-8●プロジェクト種別ごとのSLOC生産性（主開発言語がJava）
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６. 要素別プロファイル

図表6-4-9●業種別のSLOC生産性（主開発言語がCOBOL、新規開発のみ）

図表6-4-10●業種別のSLOC生産性（主開発言語がC、新規開発のみ）

図表6-4-11●業種別のSLOC生産性（主開発言語がVB、新規開発のみ）



6.4.4 SLOC生産性：アーキテクチャ別、新規開発のみ

アーキテクチャ別の生産性の分布を、主開発言語別に図表6-4-13から図表6-4-16に示す。データ

件数が最も多いCOBOLのイントラネット/インターネットでは、人時/KSLOCの中央値が179である

（図表6-4-13）。他の項目はデータ件数が少ない。
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図表6-4-12●業種別のSLOC生産性（主開発言語がJava、新規開発のみ）

図表6-4-13●アーキテクチャ別のSLOC生産性（主開発言語がCOBOL、新規開発のみ）
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６. 要素別プロファイル

図表6-4-14●アーキテクチャ別のSLOC生産性（主開発言語がC、新規開発のみ）

図表6-4-15●アーキテクチャ別のSLOC生産性（主開発言語がVB、新規開発のみ）

図表6-4-16●アーキテクチャ別のSLOC生産性（主開発言語がJava、新規開発のみ）



6.4.5 SLOC 生産性：プラットフォーム別、新規開発のみ

プラットフォーム別の生産性の分布を、主開発言語別に図表6-4-17から図表6-4-20に示す。人時

/KSLOCの中央値は、UNIX系の方がWindows系よりも総じて大きい。
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図表6-4-17●プラットフォーム別のSLOC 生産性（主開発言語がCOBOL、新規開発のみ）

図表6-4-18●プラットフォーム別のSLOC生産性（主開発言語がC、新規開発のみ）

図表6-4-19●プラットフォーム別のSLOC生産性（主開発言語がVB、新規開発のみ）
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6.4.6 SLOC生産性：主開発言語別、新規開発のみ

主開発言語別の生産性を図表6-4-21に示す。業種やアーキテクチャなどでは分類せず、新規開発

のみで分布を示す。

６. 要素別プロファイル

図表6-4-20●プラットフォーム別のSLOC生産性（主開発言語がJava、新規開発のみ）

図表6-4-21●主開発言語別のSLOC生産性（新規開発のみ）
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6.5 信頼性

今回集計の対象となったデータについて、信頼性の分布を示す。信頼性の指標には、稼動後の発

生不具合数/FP(FP 発生不具合密度）、発生不具合数/KSLOC（SLOC 発生不具合密度）、および発

生不具合数を用いる。信頼性の指標についてそれぞれ、プロジェクト種別ごと、業種別、アーキテ

クチャ別、プラットフォーム別に示す。規模がSLOC の場合は、主開発言語別に示す。

6.5.1 FP発生不具合密度

FP規模のプロジェクトデータを対象に、FP発生不具合密度の分布を分類に従って図表6-5-1から

図表6-5-5に示す。プロジェクト種別ごとでは、新規開発のFP発生不具合密度の中央値が0.0057件

/FPである。改修・保守、再開発は、各々0.0065件/FP、0.0094件/FPである（図表6-5-1）。業種別で

は、金融・保険業と卸売・小売業の中央値を比較すると、金融・保険業が卸売・小売業よりもFP

発生不具合密度が低い（図表6-5-2）。アーキテクチャ別では、3 階層クライアント/サーバがイント

ラネット/インターネットよりもFP 発生不具合密度が低い（図表6-5-3）。新規開発のみに絞ると、掲

載基準を満たしたのはイントラネット/インターネットのみであり、中央値は0.0052件/FPである（図

表6-5-4）。プラットフォーム別では、中央値を比較すると、Windows 系もUNIX 系もほぼ同じ分布を

示している（図表6-5-5）。

図表6-5-1●プロジェクト種別ごとのFP発生不具合密度

図表6-5-2●業種別のFP発生不具合密度
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6.5.2 SLOC発生不具合密度

SLOC規模のプロジェクトデータを対象に、SLOC発生不具合密度の分布を分類に従って図表6-5-

6から図表6-5-15に示す。プロジェクト種別ごとでは、SLOC発生不具合密度の中央値が、新規開発、

改修・保守、再開発ともに似た傾向を示している（図表6-5-6）。主開発言語で分類した場合は、掲

載基準を満たしたのは、主開発言語がCOBOL、VB、Javaの新規開発の場合のみである（図表6-5-7

～図表6-5-10）。業種別に中央値を比較すると、金融・保険業が卸売・小売業や公務よりも発生不

具合密度が低い（図表6-5-11）。アーキテクチャ別ではイントラネット/インターネットのみが掲載基

準を満たしており、発生不具合密度の中央値は0.0547件/KSLOCである（図表6-5-12）。プラットフ

ォーム別の中央値を比較すると、UNIX系がWindows系よりも少し低い（図表6-5-14）。主開発言語

別の中央値を比較すると、COBOLが他の言語よりも低い（図表4-5-15）。

６. 要素別プロファイル

図表6-5-3●アーキテクチャ別のFP発生不具合密度

図表6-5-4●アーキテクチャ別のFP発生不具合密度（新規開発のみ）

図表6-5-5●プラットフォーム別のFP発生不具合密度
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図表6-5-6●プロジェクト種別ごとのSLOC発生不具合密度

図表6-5-7●プロジェクト種別ごとのSLOC発生不具合密度（主開発言語がCOBOL）

図表6-5-8●プロジェクト種別ごとのSLOC発生不具合密度（主開発言語がC）

図表6-5-9●プロジェクト種別ごとのSLOC発生不具合密度（主開発言語がVB）

図表6-5-10●プロジェクト種別ごとのSLOC発生不具合密度（主開発言語がJava）
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６. 要素別プロファイル

図表6-5-11●業種別のSLOC発生不具合密度

図表6-5-12●アーキテクチャ別のSLOC発生不具合密度

図表6-5-13●アーキテクチャ別のSLOC発生不具合密度（新規開発のみ）

図表6-5-14●プラットフォーム別のSLOC発生不具合密度

図表6-5-15●主開発言語別のSLOC発生不具合密度



6.5.3 発生不具合数

発生不具合数について、分類に従って図表6-5-16 から図表6-5-21 に示す。プロジェクト種別ごと

では、新規開発、改修・保守とも発生不具合数の中央値が7 件である。ただし新規開発では、ばら

つきが大きい（図表6-5-16）。アーキテクチャ別では、イントラネット/インターネットの発生不具合

数の中央値が6 件である。他のアーキテクチャはデータ件数が少ない（図表6-5-18）。新規開発のみに

着目した場合は、イントラネット/インターネットのみが掲載基準を満たしている（図表6-5-19）。プ

ラットフォーム別では、Windows系もUNIX系も似た分布を示している（図表6-5-20）。主開発言語

別では、C の発生不具合数の中央値が15 件と高いが、データ件数が14 件と少ない（図表6-5-21）。
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図表6-5-17●業種別の発生不具合数

図表6-5-18●アーキテクチャ別の発生不具合数

図表6-5-16●プロジェクト種別ごとの発生不具合数
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６. 要素別プロファイル

図表6-5-19●アーキテクチャ別の発生不具合数（新規開発のみ）

図表6-5-20●プラットフォーム別の発生不具合数

図表6-5-21●主開発言語別の発生不具合数



この章では、規模、工数、工期、生産性、信頼性などについて、各項目間の関係を分析する。た

とえば、「信頼性が高ければ生産性は低い」といった相関関係を探る。図表7-0-1に項目の組み合わ

せについてまとめた。分析対象は、プロジェクト全体と新規開発プロジェクトのみの2つとする。さ

らに、システムのアーキテクチャなどの特性ごとに分類して分析する。なお、相関関係が見いだせ

そうな場合には、統計的な検証を実施するのが望ましいが、ここでは相関関係について統計的に検

証ができていない。

収集されたプロジェクトの種別のうち、7章の分析では、次の条件を満たすプロジェクト群を抽出

して分析対象とした。

1 ）基本設計から総合テスト（ベンダ確認）までの5工程すべてを実施しているプロジェクトのみ。

7章全体で共通的な前提事項とする。

2 ）工数データを使用する分析の場合は、5工程パターンを満たすように工数が計測されているもの

に限る。

3 ）工期データを使用する分析の場合は、工期の実績データがあるものに限る。

4 ）規模データを使用する分析の場合は、規模がFPであれば計測手法が明確なもの、規模がコード

行数（SLOC）の場合は主開発言語1の名称が明確なものに限る。

ただし、2 ）～4 ）の条件は、分析するテーマごとに該当しない場合もある。

各データは、以下のように基準を定めて分析精度を高めている。

◆FPによる規模データ：JIS X 0135-1（付録Eを参照）で定義されている未調整の機能規模である。

調整後の機能規模数は、手法ごとに調整方法が異なるため、調整前の値を使用している。FP計測手

法は計測に使われた手法名称が明確であり、かつIFPUG法のファミリーの機能規模計測法で計測さ

れたFPデータを、手法を混在してまとめて集計対象として扱っている。ユースケース・ポイントは、

IFPUG法とは異なる計測法であるため含めていない。

◆SLOCによる規模データ：コメント行および空行を含まないコード行数を使用している。提出さ

れた規模がコメント行または空行を含むものは、それらの比率（提出された値）を引いて算出した

行数としている。SLOC規模データについては、プログラミング言語の種類で層別する場合は、プロ

グラムに含まれる主な開発言語（付録Aにある「312_主開発言語」の定義を参照）を用いている。

SLOC規模として掲載した場合で言語を明記していないものは、複数の言語が混在したものをまと

めて扱っている。

◆工数データ：開発工数の値である。5工程パターンのプロジェクトでは、該当する5工程の開発工

数の合計値を使用している。付録Aおよび付録Bに示しているように、工数には、開発工数の他にそ

の他工数として、管理、品質保証、技術支援などの工数もあるが、それらは含めていない。従って、

工数の数値が若干低めに計算されているプロジェクトがあり、生産性は実際の値よりも若干高めの
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データ間の関係分析7
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数値として本書では示されている可能性がある。本白書のデータを、現実のプロジェクトとの比較

などに参照される際には、工数データ及び生産性の数値は、開発工数のみからなる値として理解し

て活用していただきたい。

◆工期データ：プロジェクトの開始から終了までの、各プロジェクトの全体工期の月数である。こ

の値を採用した理由は、開始と終了の期日が明確なデータが多かったためである。基本設計開始か

ら総合テスト（ベンダ確認）終了までの工程の期間を対象とした工期データは、期日が不明なもの

が多かったため、工数で基本設計からのものを対象に工期との関係を分析する場合には、実際の工

期よりも若干長めの工期データになっているプロジェクトが一部含まれていることに留意していた

だきたい。

図表7-0-2に示すように、この章の以降の説明では、分析の「散布図のグラフ」とその両軸の値に

対応した「基本統計量」を表形式で掲載する。ここで、診断結果は、5章の基準に基づく評価結果

を示すこととする。

7．データ間の関係分析

図表7-0-1●要素と要素との関係を確認する組み合わせ（表中の数字は節番号）

図表7-0-2●分析結果のサンプル

7.1

7.2 7.2

7.3 7.3 7.3

7.7

7.1

7.4 7.4



分析の進め方は、7.1～7.4節で、データ全体の分布を確認する。要素相互の関係および、それら

とプロジェクトのもつ他の特徴で層別して分析する。さらに、7.5～7.8節でプロジェクト特性がより

近いグループになるようにアーキテクチャ別に層別したデータを対象にして分析を行う。

この節では、工数と規模による生産性を示す。生産性は、工数/規模、規模/工数の両方で示す。

規模は、FP規模とSLOC規模の場合の両方を示す。

7.1.1 FP規模と工数

ここでは、FP計測手法の種類を分けず、FP規模と工数の全体的な分布を示す。FP規模と工数に

よる生産性（工数/FP）について、すべてのプロジェクト種別のデータでの散布図を図表7-1-1に示す。

また、プロジェクト種別を新規開発に絞った場合の生産性（工数/FP）の散布図を図表7-1-2に示す。

FP規模と工数の軸を入れ替えた生産性（FP/工数）の見方に慣れた読者のために、図表7-1-1と同

じデータを使って、FP規模と工数の軸を入れ替えた生産性（FP/工数）の散布図を図表7-1-3に示す。

同様に、図表7-1-2と同じデータを使って、FP規模と工数の軸を入れ替えた生産性（FP/工数）の散

布図を図表7-1-4に示す。

傾向として4つの散布図で正の相関関係が見られ、相関係数は新規開発に絞った方が若干高くな

っている。
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7.1 生産性

図表7-1-1●FP規模と工数の生産性（プロジェクト種別：すべて）
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7．データ間の関係分析

図表7-1-2●FP規模と工数の生産性（プロジェクト種別：新規開発のみ）

図表7-1-3●工数とFP規模の生産性（プロジェクト種別：すべて）



7.1.2 SLOC規模と工数

ここでは、開発言語の種類を分けず、SLOC規模と工数の全体的な分布を示す。コード1,000行単

位（KSLOC）の規模と工数による生産性（人時/KSLOC）について、すべてのプロジェクト種別の

データでの散布図を図表7-1-5に示す。また、プロジェクト種別を新規開発に絞った場合の生産性

（人時/KSLOC）の散布図を図表7-1-6に示す。

規模と工数の軸を入れ替えた生産性（KSLOC/工数）の見方に慣れた読者のために、図表7-1-5と

同じデータを使って、規模と工数の軸を入れ替えた生産性（KSLOC/工数）の散布図を図表7-1-7に

示す。同様に、図表7-1-6と同じデータを使って、規模と工数の軸を入れ替えた生産性（KSLOC/工

数）の散布図を図表7-1-8に示す。

4つの図表では、標本全体のうち3件のデータがはずれ値であったため、見やすさのため3件を除い

たデータを表示したグラフにしている。表示されていない3件のデータはY軸の規模が49,917KSLOC

と6,895KSLOC、X軸の工数が812,667人時である。

相関係数は、すべてのプロジェクト種別の場合は0.14、新規開発のみの場合は0.13となっている。
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図表7-1-4●工数とFP規模の生産性（プロジェクト種別：新規開発のみ）
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7．データ間の関係分析

図表7-1-5●SLOC規模と工数の生産性（プロジェクト種別：すべて）

図表7-1-6●SLOC規模と工数の生産性（プロジェクト種別：新規開発のみ）
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図表7-1-7●工数とSLOC規模の生産性（プロジェクト種別：すべて）

図表7-1-8●工数とSLOC規模の生産性（プロジェクト種別：新規開発のみ）
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7.1.3 生産性と体制

体制を捉える要素として、ここでは平均要員数を調べる。平均要員数と生産性（FP/人時）の関

係について、すべてのプロジェクト種別のデータでの散布図を図表7-1-9に示す。プロジェクト種別

を新規開発に絞った場合は示していない。傾向として、平均要員数が小さいプロジェクトでは、生

産性に幅があるが、平均要員数が大きいプロジェクトでは生産性が高いものは見られない。

7．データ間の関係分析

この節では、工期について他の要素との関連を示す。工期と規模、工期と生産性の関係について

まとめた。規模と生産性のそれぞれで、FPとコード行数の両方について分析した。

7. 2. 1 工期とFP規模
工期とFPで計測した規模の関係について、すべてのプロジェクト種別のデータでの散布図を図表

7-2-1に示す。また、プロジェクト種別を新規開発に絞った場合の散布図を図表7-2-2に示す。どち

らも正の相関関係が見られ、相関係数は新規開発に絞った方が若干高くなっている。

7.2 工期

図表7-1-9●プロジェクトの平均要員数と生産性（プロジェクト種別：すべて）
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図表7-2-1●FP規模と工期（プロジェクト種別：すべて）

図表7-2-2●FP規模と工期（プロジェクト種別：新規開発のみ）
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7.2.2 工期とSLOC規模

工期とコード行数のSLOC規模の関係について、すべてのプロジェクト種別のデータでの散布図を

図表7-2-3に示す。また、プロジェクト種別を新規開発に絞った場合の散布図を図表7-2-4に示す。い

ずれの場合も相関係数は0.1以下であり、非常に低い。なお、2つのグラフとも、標本全体のうち3件

は規模が大きく、はずれ値であったため、グラフの見やすさのため3件を除いたデータを表示する。

表示していない3件のデータはKSLOC値が49,917、6,895、6,301である。

7．データ間の関係分析

図表7-2-3●SLOC規模と工期（プロジェクト種別：すべて）



7.2.3 工期と工数

工期と開発工数の関係について、すべてのプロジェクト種別のデータでの散布図を図表7-2-5に示

す。また、プロジェクト種別を新規開発に絞った場合の散布図を図表7-2-6に示す。どちらも正の相

関関係が見られ、相関係数は新規開発に絞った方が若干高くなっている。なお、ここでは、規模デ

ータの計測手法の区別はしていない。
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図表7-2-4●SLOC規模と工期（プロジェクト種別：新規開発のみ）



ソフトウェア開発データ白書2005 73

7．データ間の関係分析

図表7-2-5●工数と工期（プロジェクト種別：すべて）

図表7-2-6●工数と工期（プロジェクト種別：新規開発のみ）
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7.2.4 工期とFP生産性

工期と生産性の関係について、FPで計測したすべてのプロジェクト種別のデータでの散布図を図

表7-2-7に示す。また、プロジェクト種別を新規開発に絞った場合の散布図を図表7-2-8に示す。工

期が短いプロジェクトでは生産性に幅があるが、工期が長めのプロジェクトでは生産性が高いもの

が見られない。相関係数はプロジェクト種別すべての場合0.29、新規開発の場合0.35である。

工期と生産性を参照する際には、工期が長めのプロジェクトは、開発規模が大きめ（図表7-2-1参

照）で、かつ開発工数も大きめ（図表7-2-2参照）となる傾向があることも考慮すべきである。

次に、規模あたりの工期（工期/FP規模）とFP生産性の関係について、新規開発のプロジェクト

種別のデータでの散布図を図表7-2-9に示す。1カ月あたりの工数（工数/工期）とFP生産性の関係に

ついて、すべてのプロジェクト種別のデータでの散布図を図表7-2-10に示す。また、工期/工数とFP

生産性（FP/工数）の関係について、すべてのプロジェクト種別のデータでの散布図を図表7-2-11に

示す。これらについては、相関係数は確認していない。

図表7-2-7●工期とFP生産性（プロジェクト種別：すべて）
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7．データ間の関係分析

図表7-2-8●工期とFP生産性（プロジェクト種別：新規開発のみ）

図表7-2-9●FP規模あたりの工期とFP生産性（プロジェクト種別：新規開発のみ）
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図表7-2-10●1カ月あたりの工数とFP生産性（プロジェクト種別：すべて）

図表7-2-11●工期/工数とFP生産性（プロジェクト種別：すべて）
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7．データ間の関係分析

7.2.5 工期とSLOC生産性

工期とSLOC生産性の関係について、すべてのプロジェクト種別のデータでの散布図を図表7-2-12

に示す。また、プロジェクト種別を新規開発に絞った場合の散布図を図表7-2-13に示す。傾向とし

て工期が短いプロジェクトでは生産性に幅がある。工期が長めのプロジェクトでは生産性が高いも

のは見られない。

図表7-2-12●工期とSLOC生産性（プロジェクト種別：すべて）

SLOC生産性の軸を拡大したものを示す。
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図表7-2-13●工期とSLOC生産性（プロジェクト種別：新規開発のみ）

SLOC生産性の軸を拡大したものを示す。
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7．データ間の関係分析

7.3 信頼性

この節では、稼動後の信頼性について示す。信頼性としては、発生不具合数（付録Dを参照）の

分布状況、工数と発生不具合数の関係、規模と発生不具合数の関係および、発生不具合密度（単

位：件/規模）と生産性の関係を示す。規模との関係に関しては、FP規模とSLOC規模の場合の両

方を示す。

7.3.1 発生不具合数の分布

ここでは、プロジェクトの発生不具合数の全体的な分布をヒストグラムと基本統計量で示す。す

べてのプロジェクト種別のデータの場合を図表7-3-1に示す。また、プロジェクト種別を新規開発に

絞った場合を図表7-3-2に示す。

すべてのプロジェクト種別の場合および、新規開発に絞った場合ともに、発生不具合数は5件以

下が最も多く、中央値は7件である。

図表7-3-1●発生不具合数の分布（プロジェクト種別：すべて）
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7.3.2 工数と発生不具合数の関係
ここでは、工数と発生不具合数の全体的な分布を示す。工数と発生不具合数の関係について、す

べてのプロジェクト種別のデータ（図表7-3-3）と、プロジェクト種別を新規開発に絞った場合（図

表7-3-5）の散布図を示す。どちらの場合も、正の相関が見られるが、相関係数は低い。

次に、工数あたりの発生不具合密度（単位：件/人時）について、すべてのプロジェクト種別に

おけるデータの場合を図表7-3-4に、新規開発に絞った場合を図表7-3-6に示す。いずれの場合も、発

生不具合密度が0.0002件/人時以下が最も多く、中央値は、すべてのプロジェクト種別の場合が

0.00035件/人時、新規開発の場合が0.00034件/人時で、ほぼ同じである。

図表7-3-2●発生不具合数の分布（プロジェクト種別：新規開発のみ）
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7．データ間の関係分析

図表7-3-3●工数と発生不具合数（プロジェクト種別：すべて）

図表7-3-4●工数あたりの発生不具合密度の分布（プロジェクト種別：すべて）
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図表7-3-5●工数と発生不具合数（プロジェクト種別：新規開発のみ）

図表7-3-6●工数あたりの発生不具合密度の分布（プロジェクト種別：新規開発のみ）
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7．データ間の関係分析

図表7-3-7●FP規模と発生不具合数（プロジェクト種別：すべて）

7.3.3 FP規模と発生不具合数の関係

ここでは、FP計測手法の種類を分けず、FP規模と発生不具合数の全体的な分布についてまとめ

る。FP規模と発生不具合数の関係について、すべてのプロジェクト種別のデータでの散布図を図表

7-3-7に、プロジェクト種別を新規開発に絞った場合のFP規模と発生不具合数の散布図を図表7-3-9

に示す。いずれの場合も、相関係数が低い。

次に、FP規模あたりの発生不具合密度（単位：件/FP）のヒストグラムと基本統計量の表を、す

べてのプロジェクト種別におけるデータの場合（図表7-3-8）と、新規開発に絞った場合（図表7-3-

10）について示す。いずれの場合も、中央値は0.006件/FP前後となっており、大きな差はない。

なお、図表7-3-7、図表7-3-9では、見やすさのために、FP規模の最大値（14,545FP）と発生不具

合数の最大値（818件）の2件のデータを除いてグラフを表示している。
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図表7-3-9●FP規模と発生不具合数（プロジェクト種別：新規開発のみ）

図表7-3-8●FP発生不具合密度の分布（プロジェクト種別：すべて）
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7．データ間の関係分析

図表7-3-10●FP発生不具合密度の分布（プロジェクト種別：新規開発のみ）

7.3.4 SLOC規模と発生不具合数の関係

ここでは、開発言語の種類を分けず、コード行数の規模と発生不具合数の全体的な分布を示す。

SLOC規模と発生不具合数の関係について、すべてのプロジェクト種別のデータでの散布図（図表

7-3-11）と、プロジェクト種別を新規開発に絞った場合のSLOC規模と発生不具合数の散布図（図

表7-3-13）を示す。いずれの場合も、相関係数は0.51である。

次に、SLOC規模あたりの発生不具合密度（単位：件/KSLOC）のヒストグラムと基本統計量の

表を、すべてのプロジェクト種別におけるデータの場合（図表7-3-12）と、新規開発に絞った場合

（図表7-3-14）を示す。いずれの場合も、発生不具合密度が0.02～0.04件/KSLOCが最も多く、中央

値はそれぞれ0.0631～0.0639件/KSLOCとなっており、大きな差異はない。

図表7-3-11、図表7-3-13では、見やすさのために4件のデータを除いてグラフを表示する。表示し

ていない4件のデータは、規模が2,654KSLOC（発生不具合数は1,262件）、2,160KSLOC、1,710K-

SLOC、発生不具合数が818件のものである。
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図表7-3-12●SLOC発生不具合密度の分布（プロジェクト種別：すべて）

図表7-3-11●SLOC規模と発生不具合数（プロジェクト種別：すべて）
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7．データ間の関係分析

図表7-3-13●SLOC規模と発生不具合数（プロジェクト種別：新規開発のみ）

図表7-3-14●SLOC発生不具合密度の分布（プロジェクト種別：新規開発のみ）
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7.3.6 信頼性とSLOC生産性の関係

KSLOC規模あたりの発生不具合密度（件/KSLOC）とSLOC生産性（SLOC/人時）の関係につい

て、新規開発プロジェクトのデータでの散布図を図表7-3-16に示す。すべてのプロジェクト種別の場

合は示していない。

図表7-3-15●FP発生不具合密度とFP生産性（プロジェクト種別：新規開発のみ）

7.3.5 信頼性とFP生産性の関係

FP規模あたりの発生不具合密度（件/FP）とFP生産性（FP/人時）の関係について、新規開発プ

ロジェクトのデータでの散布図を図表7-3-15に示す。すべてのプロジェクト種別の場合は示していな

い。
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7．データ間の関係分析

図表7-3-16●SLOC発生不具合密度とSLOC生産性（プロジェクト種別：新規開発のみ）

5 工程パターンのプロジェクトを対象にして、各プロジェクト内での各工程ごとの工数の比率（％）

を求めた結果をもとに、工数比率の工程ごとの分布を算出した。その結果を図表7-4-1 および図表

7-4-2 に示す。同様にして、各工程ごとの工期（期間の長さ）についても工期比率の工程ごとの分

布を算出した結果を図表7-4-3 および図表7-4-4 に示す。（工程の定義については付録A を参照。）工

数比率、工期比率とも、製作工程の比率が最も多くなっている。

7.4 工程別の分析
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図表7-4-2●工程別の工数の比率

図表7-4-1●工程別の工数比率の基本統計量

図表7-4-3●工程別の工期比率の基本統計量
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7．データ間の関係分析

図表7-4-4●工程別の工期の比率

一般的にプロジェクト特性で層別したグループに対して分析すると精度が向上する。7.1から7.4

までは層別を行わず全体を分析したが、この節ではアーキテクチャに焦点をあてて分析する。

まず、5章の図で示した代表的な要素について、アーキテクチャ別に分析する。さらに、アーキテ

クチャ別の「イントラネット/インターネット」という分類については、詳細な分析を一部試みた。

イントラネット/インターネットに着目したのは、収集したデータのうちでも比較的件数が多く、か

つ近年増加しているシステム形態であることから、詳細に分析することが有益であると考えたため

である。

以降の節では、アーキテクチャ別の層別から、要素間の関係とプロジェクトのもつ他の特性との

関係を分析する。

7.5.1 生産性

この節では、アーキテクチャ別の工数と規模の関係を分析する。ここでは、規模はFP規模の場合

のみを示し、生産性は規模あたりの工数（工数/規模）で示す。アーキテクチャがイントラネット/イ

ンターネットの場合をまとめた上で、参考比較として、3階層クライアント/サーバ、2階層クライア

ント/サーバ、スタンドアロンについても示すことにする。

アーキテクチャがイントラネット/インターネットの場合に絞った場合の、FP規模と工数の散布図

を図表7-5-1に示す。データ件数は81件、相関係数は0.78で、規模と工数の間には正の相関が見られ

る。ただし、データの散布状況をみると、比較的大規模のものに大きなばらつきが見られる。

参考として、3階層クライアント/サーバの場合を図表7-5-2に示す。データ件数は51件、相関係数

は0.66である。規模が相対的に小さなところにデータが多く分布しているため、散布図を拡大して

表示した。2階層クライアント/サーバの場合を図表7-5-3に示す。データ件数は64件、相関係数は

0.75である。いずれも、規模と工数の間に正の相関が見られる。

7.5 アーキテクチャ別生産性



図表7-5-1●FP規模と工数の生産性（生産性＝工数/FP）（新規開発のみ、イントラネット/インターネット）
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スタンドアロンの場合、データの内訳を調べたところ、ドメイン数が3であったが1ドメインのみで

70％以上を占め、5章の掲載対象の基準に満たないため、散布図を掲載しない。また、メインフレ

ームの場合は、データ数が少ないことと、ドメイン数が5章の掲載基準に満たなかったことから散布

図は掲載しない。

次に、プロジェクト種別が新規開発の場合で、FP計測手法別にFP規模と工数の関係を調べた結

果を図表7-5-4に示す。この結果から、例えば同じ企業の同一FP計測手法のデータ（プロジェクトの

特性が類似したデータ）で層別して分析すると、規模と工数の間に更に明確な関係が見出せるので

はないかと推察する。さらに、プロジェクト種別が新規開発に加えて、アーキテクチャがイントラネ

ット/インターネットのものに絞ってFP規模と工数の相関を確認した結果を図表7-5-5に示す。手法A

のデータ数が多く、全手法混在の場合と相関係数に大きな差はない。
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7．データ間の関係分析

図表7-5-2●FP規模と工数の生産性（生産性＝工数/FP）（新規開発のみ、3階層クライアント/サーバ）

拡大した散布図



図表7-5-4●FP計測手法別の、FP規模と工数の相関（新規開発のみ、アーキテクチャはすべて）

図表7-5-5●FP計測手法別の、FP規模と工数の相関（新規開発のみ、アーキテクチャはイントラネッ
ト/インターネット）
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図表7-5-3●FP規模と工数の生産性（生産性＝工数/FP）（新規開発のみ、2階層クライアント/サーバ）
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この節では、5工程のプロジェクトで、プロジェクト種別が新規開発で、アーキテクチャがイント

ラネット/インターネットのプロジェクトを対象にして、工期と他の要素の関係を分析する。規模は

FPで計測したデータのみを示し、生産性は工数/規模で示す。

7.6.1 分布

工期の分布を図表7-6-1に示す。工期が6～12カ月のものが多い。プラットフォームのパターンご

とに見た工期を、図表7-6-2に箱ひげ図で表した。プラットフォームのパターンはUnix、Windows、

Linux、その他OSとした。UnixはSolaris、HP-UX、AIXをまとめたもの、Windowsは、

WindowsNT/2000/XP系、Linuxは各種Linuxをまとめたもの、その他OSは、上記以外のOSで、名称

が不明のものである。

7．データ間の関係分析

7.6 アーキテクチャ別工期

図表7-6-1●工期の分布（新規開発のみ、イントラネット/インターネット）



7.6.2 工期と各要素についての関係

工期と規模の関係、工期と工数の関係、工期と生産性の関係、工期の長短と生産性の関係を調

べる。

まず図表7-6-3に、FP規模と工期の関係を示す。データ件数は78件、相関係数は0.67である。正の

相関が見られる。ただし、ばらつきがあるため、プロジェクトの別の要因を組み合わせてさらに詳し

く調べることが望ましい。

次に、工数と工期の関係を散布図で図表7-6-4に示す。データ件数は78件、相関係数は0.66であ

る。工数と工期には正の相関が見られる。ただし、ばらつきの理由を把握するために、プロジェク

トの別の要因（生産性、規模、体制、品質要件・技術要件、など）を組み合わせて詳しく調べるこ

となどが今後の課題である。

工期と生産性の関係を散布図で図表7-6-5に示す。データ件数は78件、相関係数は0.25である。傾

向は、7.2節で見た全体的な傾向とほぼ同様である。

同じ規模を開発する期間の長さと生産性の関係をみるため、工期/FP規模とFP生産性について散

布図を図表7-6-6に示す。なお、ここでは相関関係は調べていない。

1カ月あたりに開発するFP規模と生産性の関係を散布図で図表7-6-7に示す。生産性は0.03～0.15

周辺が多い。なお、ここでは相関関係は調べていない。

工期の長さで3グループに分割したときの、工期と工数、工期と規模、工期と生産性の関係は、工

期を6カ月以下：25パーセンタイル、12カ月より大：75パーセンタイル の2点で分割して3グループ

に分けて、工期別の工数を図表7-6-8に、工期別のFP規模を図表7-6-9に、工期別のFP生産性の分布

を図表7-6-10に、それぞれ箱ひげ図で表す。工期が6カ月以下の短いプロジェクトのグループでは、

規模と工数が小さく生産性が高めである。工期が12カ月以上の長いグループは、工期が12カ月未満

のものと比較すると、規模と工数が大きく、生産性はやや低めの傾向が見られる。
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図表7-6-2●プラットフォームのパターンごとの工期（新規開発のみ、イントラネット/インターネット）
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7．データ間の関係分析

図表7-6-3●FP規模と工期（新規開発のみ、イントラネット/インターネット）

図表7-6-4●工数と工期（新規開発のみ、イントラネット/インターネット）



図表7-6-6●工期/FP規模とFP生産性（新規開発のみ、イントラネット/インターネット）
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図表7-6-5●工期とFP生産性（新規開発のみ、イントラネット/インターネット）
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7．データ間の関係分析

図表7-6-7●FP規模/工期とFP生産性（新規開発のみ、イントラネット/インターネット）

図表7-6-8●工期の長さ別の工数
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図表7-6-10●工期の長さ別のFP生産性

図表7-6-9●工期の長さ別のFP規模
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この節では、5工程のプロジェクトで、プロジェクト種別が新規開発で、アーキテクチャがイント

ラネット/インターネットのプロジェクトを対象にして、規模と発生不具合数の関係と、発生不具合

密度と生産性の関係を示す。規模と信頼性との関係に関しては、コード行数の規模の場合のみにし

た。FP規模の場合は、データ件数は49件あるが、1社だけでデータ数が7割を超え、5章に示した判

断基準で掲載基準に満たさないので掲載しない。

7.7.1 SLOC規模と発生不具合数の関係

SLOC規模と発生不具合数の関係の散布図を図表7-7-1に示す。SLOC規模と発生不具合数には正

の相関があり、相関係数は0.73である。7.3節では、SLOC規模と発生不具合数の相関係数が0.51だ

ったが、対象プロジェクトをイントラネット/インターネットに絞り込んだものは、相関係数が高く

なった。

また、SLOC発生不具合密度のヒストグラムと基本統計量は図表7-7-2のようになった。中央値は

0.0441件/KSLOCである。ただし、対象データ件数が32件と少ないため、今後収集データ数を増加さ

せ、さらなる分析が望ましい。

なお、図表7-7-1では、見やすさのために2件のデータを除いてグラフを表示している。表示してい

ない2件のデータは、発生不具合数が1,262件（規模が2,654KSLOC）と818件のデータである。

7．データ間の関係分析

7.7 アーキテクチャ別信頼性

図表7-7-1●SLOC規模と発生不具合数（新規開発のみ、イントラネット/インターネット）



7.7.2 信頼性と生産性の関係

SLOC発生不具合密度とSLOC生産性の関係の散布図を図表7-7-3に示す。7.3節と同様に、SLOC

発生不具合密度とSLOC生産性の間に相関関係は見られない。今後、プロジェクトの別の要因を組

み合わせて詳しく調べることが必要である。
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図表7-7-2●SLOC発生不具合密度の分布（新規開発のみ、イントラネット/インターネット）

図表7-7-3●SLOC信頼性とSLOC生産性（新規開発のみ、イントラネット/インターネット）
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7．データ間の関係分析

7.8 プロジェクトの他の要因との関係

この節で分析対象とするプロジェクトのデータの条件は､7.5節から7.7節の前提条件と同様に、プ

ロジェクト種別が新規開発で、アーキテクチャがイントラネット/インターネットのプロジェクトで

ある。

この節では、生産性や信頼性の高いグループと低いグループで差があるかどうかを、生産性や信

頼性と関連をもつと想定した要因項目に着目して分析を行う。

7. 8. 1 生産性と要因との関係

この節では、生産性が良いグループと悪いグループを中央値で2分割し、グループの傾向を分析

する。生産性については、規模がFPのものについて、プロジェクトデータで要因項目の存在件数を

調べた結果を図表7-8-1に示す。この表から、データ件数が多い要因は、501_要求仕様_明確度合、

502_ユーザ担当者_要求仕様関与であるため、その2項目について分析を行う。

生産性の高いグループと低いグループで、プロジェクトの特徴に差があるかどうかを確認するた

め、最初に、生産性の中央値を境にして、データを生産性の高いグループと低いグループに2分割

した。図表7-8-2に、要求仕様の明確度の段階ごとの、各グループごとのデータ件数を調べた結果を

示す。同様に、図表7-8-3に、ユーザの要求仕様関与度と生産性について示す。

図表7-8-2では、要求仕様が「非常にあいまい」な場合、生産性が低いグループは4件で、高いグ

ループは0件である。図表7-8-3では、ユーザが要求仕様に「関与が不十分」の場合に、信頼性が低

いグループが26件、高いグループは11件である。なお、2グループについて統計的に有意な差がある

かどうかは検定していない。

図表7-8-1●生産性に関連をもつと想定した項目のデータの存在件数
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7.8.2 信頼性と要因との関係

信頼性に関して、規模あたりの稼動後発生不具合数のデータで調べる場合、7.7節で示したよう

に、FP規模データのものは対象外となるため、この節でも対象とできるものは、SLOC規模あたり

の稼動後発生不具合数（SLOC不具合密度）のデータである。

図表7-8-4に、SLOC規模をもつプロジェクトデータで要因項目の存在件数を調べた結果を示す。

この表から、データ件数が多い要因は、501_要求仕様_明確度合、502_ユーザ担当者_要求仕様関

与であるため、その2項目について分析を行う。

SLOC不具合密度の高いグループと低いグループで、プロジェクトの特徴に差があるかどうかを確

認するため、最初に、SLOC不具合密度について、中央値を境にして、不具合密度が高いグループ

と低いグループに2分割した。図表7-8-5に、要求仕様の明確度の段階ごとに各グループごとのデー

タ件数を調べた結果を示す。同様に、図表7-8-6に、ユーザの要求仕様関与度で確認した結果を示

す。

図表7-8-5では、要求仕様が「かなり明確」な場合、SLOC不具合密度が高いグループは5件で、

低いグループは7件である。図表7-8-6では、ユーザの要求仕様に「関与が不十分」の場合に、信頼

性が低いグループが6件、高いグループは11件である。なお、2グループについて統計的に有意な差

があるかどうかは検定していない。

図表7-8-2●要求仕様の明確度と生産性

図表7-8-3●ユーザの要求仕様関与度と生産性
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7．データ間の関係分析

図表7-8-4●信頼性に関連をもつと想定した項目のデータの存在件数

図表7-8-5●要求仕様の明確度とSLOC不具合密度

図表7-8-6●ユーザの要求仕様関与度とSLOC不具合密度
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本白書は、複数の企業が自社のために保有する開発プロジェクトのデータを持ち寄り、産官学が

共同のタスクフォースの形式で分析、結果を公表するという我が国で初めての取り組みの成果であ

る。本白書の制作に関わったメンバは、当分野の専門知識を有したタスクフォース委員とSEC研究

員を合わせた約30名である。活動期間6ヶ月のうち、データ収集に2カ月、データ精度向上に2カ月、

統計・分析に2カ月の期間をかけ本書を作成した。この間のデータ精査・統計・分析活動によって

得られた分析結果は、プロジェクト数も大きく信頼できる情報であると考える。しかしながら一方

では、次のような課題について今後検討していく必要がある。

・データ項目定義の明確化

現状のデータ項目の定義は付録Aの通りであるが、判断基準があいまいな点（たとえば、PMスキル

のa/b/c/dの判断基準など）がいくつかあり、今後、定量的な判断基準を定めることにより、統一し

た開発プロジェクトデータの収集を行う。

・FP計測手法別や使用言語による層別分析などの精度向上

機能規模データは、今回、FP計測手法はIFPUG系の手法をまとめて分析を行ったが、FP計測手法

の違いによる機能規模の差の調査・確認も重要である。コード行数の規模では、開発言語を複数使

用して開発しているソフトウェアの場合のSLOC規模の分析において、複数言語の組み合わせパター

ン分析方法や言語種別ごとの換算の試行などの検討が必要である。

・正確なデータ収集が難しい項目

外部委託比率など、現状各企業において正確なデータ収集が難しい項目がいくつかある。これらは、

今後、各企業と連携してデータ収集の改善方法の検討が必要である。

・収集データでの未記入項目の対応

収集されたデータで、プロジェクト特性などの未記入の項目が多いプロジェクトがあった。このよう

な欠損項目が多いと、分析を行う上では制約となってくるため、欠損を埋める方法の検討が必要で

ある。

・分析方法の拡充

本白書では、主に基礎データの提供に重点を置いたが、今後、プロジェクト体制や作業環境（開発

場所における騒音など）、プロセス標準との関係などをはじめとするさまざまなクロス分析など、分

析シナリオの充実が必要である。

・ユーザ企業との連携

本白書では、ベンダ企業のプロジェクトデータの分析を行ったが、今後はユーザ企業やJUAS（社団

法人日本情報システム・ユーザー協会）などと連携して、ユーザ企業とベンダ企業の間でのデータ

の共有を目指す。

課題と今後に向けて8



ソフトウェア開発データ白書2005 107

本白書によりソフトウェア開発プロジェクトの基礎データは提供できたが、プロジェクトの定量

的取組みについて、日本のソフトウェア業界への普及はまだ始まったばかりである。SECは、データ

白書の発行を今後も継続するとともに、ユーザ企業、ベンダ企業のソフトウェア開発の定量的なプ

ロジェクト運営・管理のための活動の啓蒙を実践していく。課題への取り組みはもちろんであるが、

一層充実した分析結果の提供を目指して活動する考えである。

活動への参画を希望される企業の方はIPAのホームページ（http://www.ipa.go.jp/ ）をご参照いた

だきたい。

8．課題と今後に向けて
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データ項目の定義付録A

次の表に、本白書の本文中及びデータ項目で使用されているソフトウェア開発工程の名称と、SLCP （JIS X 0160

を参照）との対応関係を示す。「工程」列には、収集したデータ項目の定義及び本白書で使用している工程名称を

示している。「SLCPプロセス/アクティビティ」と「SLCPの定義」列でSLCPとの対応で工程の定義を示している。

A.1 工程の呼称とSLCPとのマッピング
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付録A.データ項目の定義

次の表に、白書で対象としている、データ項目の定義を示す。プロジェクトデータをこの定義に従って収集し、分

析を行った。

A.2 データ項目の定義
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（1）開発プロジェクト全般 続き
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付録A.データ項目の定義
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付録A.データ項目の定義
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付録A.データ項目の定義
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付録A.データ項目の定義
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付録A.データ項目の定義
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付録A.データ項目の定義
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データ収集用フォーム付録B

次の図はデータを収集するための入力フォームを示す。

データ収集用フォーム（1/3）
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付録B.データ収集用フォーム

データ収集用フォーム（2/3）
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データ収集用フォーム（3/3）
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付録B.データ収集用フォーム

次の表は、業種の分類を示す。
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データ項目ごとの回答状況付録C

次の表に、集まったデータ項目ごとの回答状況を、総データ件数1009件を対象とした回答率で示す。

表で、「データ名称」列は、付録Aのデータ定義と対応している。「回答数」は、集まった件数である。「回答率」は、総数に

対しての比率である。「記入レベル」列は、データの収集時に、収集の重点をおいた項目を示すための記号で、見方は、◎：

記入を必須としたもの、○：記入を重要として推奨したもの、空欄：記入は任意としたものとなっている。
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付録C．データ項目ごとの回答状況
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付録C．データ項目ごとの回答状況



ソフトウェア開発データ白書2005130

D.1 統計用語

本白書で使用している統計用語について、『統計科学事典』（朝倉書店）を参考にして、概要を記す。

・中央値（50パーセンタイル）

与えられたデータを大きさの順に並べたときに、大きいグループと小さいグループに同数ずつに2分する位

置にあるデータの値をいう。データが偶数個の場合は中間に位置する2点、すなわち小さいグループの最

大値と大きいグループの最小値の平均をもって中央値とする。特に非対称分布の場合に分布の位置を表

すのに適したものである。また、外れ値の影響を受けることが少ない。

・平均値（算術平均）

データを足し合わせ、データ数で割った値

・分散

分布Fからの標本X1、X2、・・・、Xnについての偏差平方和（個々のデータから平均値を引いた値の2乗

の合計）をデータ数で割った値

・標準偏差

分散の平方根（データのばらつきをあらわす）

・標準誤差

ある統計量Tの標本分布の標準偏差をTの標準誤差という。例えば、分散がσ2に等しい分布から標本X1、

X2、・・・、Xnから作られる標準平均（X1＋X2＋・・・＋Xn）/n の標準誤差は である。ただし、標準

誤差を標準偏差と同じ意味で（すなわち√分散）使うこともある。

・正規分布（曲線）

平均を中心に常に左右対称となる分布形態。曲線は平均値で最も高くなり、左右に広がるにつれて低く

なる。標準偏差の値が大きければ大きいほど曲線は扁平になり、小さければ小さいほど狭く高くなる。

・ヒストグラム

度数あるいは相対度数を縦軸に、階級値を横軸にとり、度数分布を棒グラフにしたもの

・歪度

正規分布を基準としたとき、データの集団がどの程度左右に偏っているか、ゆがみの度合い

・（単）相関係数

二つの変数xとyについて、両者の間に直線的な関連性が認められるとき、xとyの間には相関関係があると

いい、相関関係の程度を示す数値を単相関係数という。単相関係数は－1から＋1までの値をとる。単相

関係数が－1もしくは＋1に近いときは二つの変数の関係は直線的で、－1もしくは＋1から遠ざかるに従っ

て直線関係は薄れていき、0に近いときは変数の間にまったく直線的な関係はない。

用語集付録D

√n
σ 
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・箱ひげ図

中央値、4 分位、外れ値に基づく要約図。

箱は4 分位数間の範囲であり、従って箱にはデータの値の50% が含まれる。各箱から出る線（ひげ）は

外れ値を除いたときの最大値、または最小値に向かって延びる。箱の中の横線は中央値を示している。

・4分位点（25、50、75 のパーセンタイル）

確率分布あるいは頻度分布を4等分する3個の値。小さい方から第1、第2及び第3四分位点と呼ぶ。第2四

分位点は中央値である。

・25 パーセンタイル

観測値の75% がそれより上に相当し、観測値の25% がそれより下に入る境界の値。

・75 パーセンタイル

変数の観測値の25% がそれより上に相当し、観測値の75% がそれより下に入る境界の値。

・外れ値

箱の上端または下端から箱の長さの1.5倍から3倍の間にある値をもつケース。箱の長さは4分位範囲。

・極値

箱の上端または下端から、箱の長さの3倍より大きい値をもつケース。箱の長さは4分位範囲。

D.2 データ分析で使用されている測定値・用語一覧
本白書の4章、6章、7章で使用しているデータ項目で、付録A『データ項目の定義』には定義されていな

いが、付録Aのデータ項目から定義またはデータ項目を組み合わせて定義した項目について以下に定義を示

す。

a ）規模関係

・実効SLOC実測値

コメント行、空行を除いたSLOC値。

SLOC値（5004_SLOC実測値_SLOC）から、コメント行比率（10086_SLOC実測値_コメント行比率）、空

行比率（10087_SLOC実測値_空行比率）を除いた行数。

なお、本書で使用しているSLOC、実効SLOC値も同意。KSLOCは実効SLOC実測値をキロ単位で表現し

たもの。

・FP規模

FPで表した規模

・SLOC規模

コード行数で表した規模

b ）工期関係

・実績月数_プロジェクト全体

5167_プロジェクト全体工期（実績）を使用。ただし、5167_プロジェクト全体工期（実績）がない場合

は、10128_月数（実績）_プロジェクト全体（各社提出値）を使用。

c ）工数関係

・実績工数（開発5工程）

付録D.用語集



基本設計フェーズ～総合テスト（ベンダ確認）と工程配分不可の開発工数合計（単位は人時）。

当該フェーズを実施した（○か⇒印が記入）プロジェクトのみ算出。

工数には社員工数と外部委託工数を含む。

・外部委託比率

基本設計～総合テスト（ベンダ確認）と工程配分不可の、外部委託工数÷実績工数（開発5工程）。

ただし、工数データがない場合は、5204_外注実績（金額比率）を使用。

なお、外部委託工数を明示的に“0”で回答しているものは“0%”とする。

・基本設計工数率

基本設計～総合テスト（ベンダ確認）と工程配分不可の、基本設計工数÷実績工数（開発5工程）。

d ）生産性関係

・FP生産性（FP／実績工数5工程工数）

人時あたりのFP数。5001_FP実測値_調整前÷実績工数（開発5工程）で算出。

・SLOC生産性（SLOC／開発5工程工数）

人時あたりのSLOC数。実効SLOC実測値÷実績工数（開発5工程）で算出。

e ）信頼性関係

・発生不具合数

稼動後の発生不具合数。

以下のデータの最大値。ただし、現象数、原因数の両方がある場合には原因数を使用する。

5267_発生不具合現象数（合計）_1ヶ月、5268_発生不具合現象数（合計）_3ヶ月

5269_発生不具合現象数（合計）_6ヶ月、5270_発生不具合現象数（合計）_12ヶ月

10112_発生不具合原因数（合計）_1ヶ月、10113_発生不具合原因数（合計）_3ヶ月

10114_発生不具合原因数（合計）_6ヶ月、10115_発生不具合原因数（合計）_12ヶ月

・FP発生不具合密度

FPあたりの発生不具合数。

発生不具合数÷5001_FP実測値_調整前で算出。

・SLOC発生不具合密度

KSLOCあたりの発生不具合数。

発生不具合数÷実効SLOC実測値×1000で算出。

f ）その他

・Windows系

309_開発対象プラットフォームにおける選択肢のうち、「a: Windows95/98/Me系」「b: WindowsNT/2000/XP

系」「c: Windows Server2003」の計3個を指す総称。つまり、これらのいずれかを指定したものをまとめて

定義したグループ。

・UNIX系

309_開発対象プラットフォームにおける選択肢のうち、「d: HP-UX」「e: HI-UX」「f: AIX」「g: Solaris」「h:

Redhat Linux」「i: SUSE Linux」「j: Miracle Linux」「k: Turbo Linux」「l: その他Linux」「m: Linux」「n: その

他UNIX系」の計11個を指す総称。つまり、これらのいずれかを指定したものをまとめて定義したグループ。
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基本統計量や相関係数は、Excelの関数を使用している。箱ひげ図はSPSSを使用して作成した。
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参考文献・参考情報付録E



ソフトウェア開発データ白書2005134

第3章

図表3-1●プロジェクト実績データの提供状況

第4章

図表4-1-1●開始年の分布

図表4-1-2●終了年の分布

図表4-1-3●開発プロジェクトの種別

図表4-1-4●開発プロジェクトの形態

図表4-1-5●開発プロジェクトの作業概要

図表4-2-1●業種

図表4-2-2●業務

図表4-2-3●利用形態

図表4-3-1●システム種別

図表4-3-2●業務パッケージの利用有無

図表4-3-3●処理形態

図表4-3-4●アーキテクチャ

図表4-3-5●開発対象プラットフォーム

図表4-3-6●Web技術の利用

図表4-3-7●開発言語

図表4-3-8●DBMSの利用

図表4-4-1●開発ライフサイクルモデル

図表4-4-2●デバッグ・テストツールの利用有無

図表4-5-1●要求仕様の明確度合い

図表4-5-2●ユーザ担当者の要求仕様関与

図表4-5-3●要求レベル（性能・効率性）

図表4-6-1●PMスキル

図表4-6-2●要員スキル（業務分野経験）

図表4-6-3●要員スキル（分析・設計経験）

図表4-6-4●要員スキル（言語・ツール利用経験）

図表4-6-5●要員スキル（開発プラットフォーム使用経験）

図表4-7-1●規模の種別

図表4-7-2●FP計測手法

図表4-7-3●FP計測手法の純度

図表4-7-4●FP実測値

図表4-7-5●SLOC実測値

図表4-8-1●工期

図表4-9-1●工数（人時換算）

図表4-9-2●工数の単位

図表4-9-3●工数（人月換算）

図表4-9-4●人月－人時換算係数

図表4-10-1●外部委託比率

図表4-10-2●平均要員数

図表4-10-3●ピーク要員数

図表4-11-1●レビュー指摘件数

図表4-11-2●稼動後の不具合数

図表4-12-1●実施工程の組み合わせパターン

図表4-13-1●プロジェクト成否

第5章

図表5-1-1●代表的な要素と、要素間の主な関係

図表5-3-1●基本統計量を使用した場合の判断の目安

図表5-3-2●回帰分析を使用した場合の判断の目安

図表5-3-3●外れ値の例

図表5-3-4●箱ひげ図の例

第6章

図表6-0-1●規模、工数、生産性に関する掲載データの層別

図表6-0-2●工期に関する掲載データの層別

図表6-0-3●信頼性に関する掲載データの層別

図表6-1-1●プロジェクト種別ごとのFP規模

図表6-1-2●業種別のFP規模（新規開発のみ）

図表6-1-3●アーキテクチャ別のFP規模（新規開発のみ）

図表6-1-4●プラットフォーム別のFP規模（新規開発のみ）

図表6-1-5●プロジェクト種別ごとのSLOC規模（主開発言語が

COBOL）

図表6-1-6●プロジェクト種別ごとのSLOC規模（主開発言語がC）

図表6-1-7●プロジェクト種別ごとのSLOC規模（主開発言語が

VB）

図表6-1-8●プロジェクト種別ごとのSLOC規模（主開発言語が

Java）

図表6-1-9●業種別のSLOC規模（主開発言語がCOBOL、新規開発

のみ）

図表6-1-10●業種別のSLOC規模（主開発言語がC、新規開発のみ）

図表6-1-11●業種別のSLOC規模（主開発言語がVB、新規開発のみ）

図表6-1-12●業種別のSLOC規模（主開発言語がJava、新規開発のみ）

図表6-1-13●アーキテクチャ別のSLOC規模（主開発言語が

COBOL、新規開発のみ）

図表6-1-14●アーキテクチャ別のSLOC規模（主開発言語がC、

新規開発のみ）

図表6-1-15●アーキテクチャ別のSLOC規模（主開発言語がVB、

新規開発のみ）

図表6-1-16●アーキテクチャ別のSLOC規模（主開発言語がJava、

新規開発のみ）

図表6-1-17●プラットフォーム別のSLOC規模（主開発言語が

COBOL、新規開発のみ）

図表6-1-18●プラットフォーム別のSLOC規模（主開発言語がC、

新規開発のみ）

図表6-1-19●プラットフォーム別のSLOC規模（主開発言語がVB、

新規開発のみ）

図表6-1-20●プラットフォーム別のSLOC規模（主開発言語がJava、

新規開発のみ）

図表6-1-21●主開発言語別のSLOC規模（新規開発のみ）

図表6-2-1●プロジェクト種別ごとの工期

図表6-2-2●業種別の工期（新規開発のみ）

図表6-2-3●アーキテクチャ別の工期（新規開発のみ）

図表6-2-4●プラットフォーム別の工期（新規開発のみ）

図表一覧



ソフトウェア開発データ白書2005 135

図表6-3-1●プロジェクト種別ごとの工数（規模がFPのもの）

図表6-3-2●業種別の工数（規模がFPのもの、新規開発のみ）

図表6-3-3●アーキテクチャ別の工数（規模がFPのもの、新規開発のみ）

図表6-3-4●プラットフォーム別の工数（規模がFPのもの、新規開発

のみ）

図表6-3-5●プロジェクト種別ごとの工数（主開発言語がCOBOL）

図表6-3-6●プロジェクト種別ごとの工数（主開発言語がC）

図表6-3-7●プロジェクト種別ごとの工数（主開発言語がVB）

図表6-3-8●プロジェクト種別ごとの工数（主開発言語がJava）

図表6-3-9●業種別の工数（主開発言語がCOBOL、新規開発のみ）

図表6-3-10●業種別の工数（主開発言語がC、新規開発のみ）

図表6-3-11●業種別の工数（主開発言語がVB、新規開発のみ）

図表6-3-12●業種別の工数（主開発言語がJava、新規開発のみ）

図表6-3-13●アーキテクチャ別の工数（主開発言語がCOBOL、

新規開発のみ）

図表6-3-14●アーキテクチャ別の工数（主開発言語がC、新規開発

のみ）

図表6-3-15●アーキテクチャ別の工数（主開発言語がVB、新規開発

のみ）

図表6-3-16●アーキテクチャ別の工数（主開発言語がJava、新規

開発のみ）

図表6-3-17●プラットフォーム別の工数（主開発言語がCOBOL、

新規開発のみ）

図表6-3-18●プラットフォーム別の工数（主開発言語がC、新規開発

のみ）

図表6-3-19●プラットフォーム別の工数（主開発言語がVB、新規

開発のみ）

図表6-3-20●プラットフォーム別の工数（主開発言語がJava、新規開

発のみ）

図表6-3-21●主開発言語別の工数（新規開発のみ）

図表6-4-1●プロジェクト種別ごとのFP生産性

図表6-4-2●業種別のFP生産性（新規開発のみ）

図表6-4-3●アーキテクチャ別のFP生産性（新規開発のみ）

図表6-4-4●プラットフォーム別のFP生産性（新規開発のみ）

図表6-4-5●プロジェクト種別ごとのSLOC生産性（主開発言語が

COBOL）

図表6-4-6●プロジェクト種別ごとのSLOC生産性（主開発言語がC）

図表6-4-7●プロジェクト種別ごとのSLOC生産性（主開発言語が

VB）

図表6-4-8●プロジェクト種別ごとのSLOC生産性（主開発言語が

Java）

図表6-4-9●業種別のSLOC生産性（主開発言語がCOBOL、新規

開発のみ）

図表6-4-10●業種別のSLOC生産性（主開発言語がC、新規開発のみ）

図表6-4-11●業種別のSLOC生産性（主開発言語がVB、新規開発

のみ）

図表6-4-12●業種別のSLOC生産性（主開発言語がJava、新規

開発のみ）

図表6-4-13●アーキテクチャ別のSLOC生産性（主開発言語が

COBOL、新規開発のみ）

図表6-4-14●アーキテクチャ別のSLOC生産性（主開発言語がC、

新規開発のみ）

図表6-4-15●アーキテクチャ別のSLOC生産性（主開発言語がVB、

新規開発のみ）

図表6-4-16●アーキテクチャ別のSLOC生産性（主開発言語が

Java、新規開発のみ）

図表6-4-17●プラットフォーム別のSLOC生産性（主開発言語が

COBOL、新規開発のみ）

図表6-4-18●プラットフォーム別のSLOC生産性（主開発言語がC、

新規開発のみ）

図表6-4-19●プラットフォーム別のSLOC生産性（主開発言語が

VB、新規開発のみ）

図表6-4-20●プラットフォーム別のSLOC生産性（主開発言語

がJava、新規開発のみ）

図表6-4-21●主開発言語別のSLOC生産性（新規開発のみ）

図表6-5-1●プロジェクト種別ごとのFP発生不具合密度

図表6-5-2●業種別のFP発生不具合密度

図表6-5-3●アーキテクチャ別のFP発生不具合密度

図表6-5-4●アーキテクチャ別のFP発生不具合密度（新規

開発のみ）

図表6-5-5●プラットフォーム別のFP発生不具合密度

図表6-5-6●プロジェクト種別ごとのSLOC発生不具合密度

図表6-5-7●プロジェクト種別ごとのSLOC発生不具合密度

（主開発言語がCOBOL）

図表6-5-8●プロジェクト種別ごとのSLOC発生不具合密度

（主開発言語がC）

図表6-5-9●プロジェクト種別ごとのSLOC発生不具合密度

（主開発言語がVB）

図表6-5-10●プロジェクト種別ごとのSLOC発生不具合密度

（主開発言語がJava）

図表6-5-11●業種別のSLOC発生不具合密度

図表6-5-12●アーキテクチャ別のSLOC発生不具合密度

図表6-5-13●アーキテクチャ別のSLOC発生不具合密度（新規

開発のみ）

図表6-5-14●プラットフォーム別のSLOC発生不具合密度

図表6-5-15●主開発言語別のSLOC発生不具合密度

図表6-5-16●プロジェクト種別ごとの発生不具合数

図表6-5-17●業種別の発生不具合数

図表6-5-18●アーキテクチャ別の発生不具合数

図表6-5-19●アーキテクチャ別の発生不具合数（新規開発のみ）

図表6-5-20●プラットフォーム別の発生不具合数

図表6-5-21●主開発言語別の発生不具合数

第7章

図表7-0-1●要素と要素との関係を確認する組み合わせ

図表7-0-2●分析結果のサンプル

図表7-1-1●FP規模と工数の生産性（プロジェクト種別：すべて）



図表7-1-2●FP規模と工数の生産性（プロジェクト種別：新規開発

のみ）

図表7-1-3●工数とFP規模の生産性（プロジェクト種別：すべて）

図表7-1-4●工数とFP規模の生産性（プロジェクト種別：新規開発のみ）

図表7-1-5●SLOC規模と工数の生産性（プロジェクト種別：すべて）

図表7-1-6●SLOC規模と工数の生産性（プロジェクト種別：新規

開発のみ）

図表7-1-7●工数とSLOC規模の生産性（プロジェクト種別：すべて）

図表7-1-8●工数とSLOC規模の生産性（プロジェクト種別：新規

開発のみ）

図表7-1-9●プロジェクトの平均要員数と生産性（プロジェクト

種別：すべて）

図表7-2-1●FP規模と工期（プロジェクト種別：すべて）

図表7-2-2●FP規模と工期（プロジェクト種別：新規開発のみ）

図表7-2-3●SLOC規模と工期（プロジェクト種別：すべて）

図表7-2-4●SLOC規模と工期（プロジェクト種別：新規開発のみ）

図表7-2-5●工数と工期（プロジェクト種別：すべて）

図表7-2-6●工数と工期（プロジェクト種別：新規開発のみ）

図表7-2-7●工期とFP生産性（プロジェクト種別：すべて）

図表7-2-8●工期とFP生産性（プロジェクト種別：新規開発のみ）

図表7-2-9●FP規模あたりの工期とFP生産性（プロジェクト種別：

新規開発のみ）

図表7-2-10●1ヵ月あたりの工数とFP生産性（プロジェクト種別：

すべて）

図表7-2-11●工期/工数とFP生産性（プロジェクト種別：すべて）

図表7-2-12●工期とSLOC生産性（プロジェクト種別：すべて）

図表7-2-13●工期とSLOC生産性（プロジェクト種別：新規開発のみ）

図表7-3-1●発生不具合数の分布（プロジェクト種別：すべて）

図表7-3-2●発生不具合数の分布（プロジェクト種別：新規開発のみ）

図表7-3-3●工数と発生不具合数（プロジェクト種別：すべて）

図表7-3-4●工数あたりの発生不具合密度の分布（プロジェクト

種別：すべて）

図表7-3-5●工数と発生不具合数（プロジェクト種別：新規開発のみ）

図表7-3-6●工数あたりの発生不具合密度の分布（プロジェクト

種別：新規開発のみ）

図表7-3-7●FP規模と発生不具合数（プロジェクト種別：すべて）

図表7-3-8●FP発生不具合密度の分布（プロジェクト種別：すべて）

図表7-3-9●FP規模と発生不具合数（プロジェクト種別：新規開発

のみ）

図表7-3-10●FP発生不具合密度の分布（プロジェクト種別：新規

開発のみ）

図表7-3-11●SLOC規模と発生不具合数（プロジェクト種別：すべて）

図表7-3-12●SLOC発生不具合密度の分布（プロジェクト種別：

すべて）

図表7-3-13●SLOC規模と発生不具合数（プロジェクト種別：新規

開発のみ）

図表7-3-14●SLOC発生不具合密度の分布（プロジェクト種別：

新規開発のみ）

図表7-3-15●FP発生不具合密度とFP生産性（プロジェクト種別：

新規開発のみ）

図表7-3-16●SLOC発生不具合密度とSLOC生産性（プロジェ

クト種別：新規開発のみ）

図表7-4-1●工程別の工数比率の基本統計量

図表7-4-2●工程別の工数の比率

図表7-4-3●工程別の工期比率の基本統計量

図表7-4-4●工程別の工期の比率

図表7-5-1●FP規模と工数の生産性（生産性＝工数/FP）（新規開発

のみ、イントラネット/インターネット）

図表7-5-2●FP規模と工数の生産性（生産性＝工数/FP）（新規開発

のみ、3階層クライアント/サーバ）

図表7-5-3●FP規模と工数の生産性（生産性＝工数/FP）（新規開発

のみ、2階層クライアント/サーバ）

図表7-5-4●FP計測手法別の、FP規模と工数の相関（新規開発

のみ、アーキテクチャはすべて）

図表7-5-5●FP計測手法別の、FP規模と工数の相関（新規開発

のみ、アーキテクチャはイントラネット/インターネット）

図表7-6-1●工期の分布（新規開発のみ、イントラネット/インターネット）

図表7-6-2●プラットフォームのパターンごとの工期（新規開発のみ、

イントラネット/インターネット）

図表7-6-3●FP規模と工期（新規開発のみ、イントラネット/インターネット）

図表7-6-4●工数と工期（新規開発のみ、イントラネット/インターネット）

図表7-6-5●工期とFP生産性（新規開発のみ、イントラネット/インター

ネット）

図表7-6-6●工期/FP規模とFP生産性（新規開発のみ、イントラネット

/インターネット）

図表7-6-7●FP規模/工期とFP生産性（新規開発のみ、イントラネット

/インターネット）

図表7-6-8●工期の長さ別の工数

図表7-6-9●工期の長さ別のFP規模

図表7-6-10●工期の長さ別のFP生産性

図表7-7-1●SLOC規模と発生不具合数（新規開発のみ、イントラ

ネット/インターネット）

図表7-7-2●SLOC発生不具合密度の分布（新規開発のみ、イント

ラネット/インターネット）

図表7-7-3●SLOC信頼性とSLOC生産性（新規開発のみ、イントラ

ネット/インターネット）

図表7-8-1●生産性に関連をもつと想定した項目のデータの存

在件数

図表7-8-2●要求仕様の明確度と生産性

図表7-8-3●ユーザの要求仕様関与度と生産性

図表7-8-4●信頼性に関連をもつと想定した項目のデータの存

在件数

図表7-8-5●要求仕様の明確度とSLOC不具合密度

図表7-8-6●ユーザの要求仕様関与度とSLOC不具合密度
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